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総 務 委 員 会 次 第 

 
2026年４月13日（月）９：30～ 

第１委員会室 

 

１ 開会 

 

２ 委員長あいさつ 

 

３ 自己紹介 

 

４ 協議事項 

(1) 委員会所管事項の事務概要について <別添> 

ア 前半〔出席：議会事務局、市長公室(秘書広報課、経営企画課、DX・行財政改革

推進課)、行政管理部（財政課、資産活用課）、総務部（総務課、人事課）、市

民部（税務課）、会計室、選挙管理委員会・監査委員事務局〕 

(ｱ) 市長公室       ：経営企画課、DX・行財政改革推進課 

(ｲ) 行政管理部      ：財政課、資産活用課 

(ｳ) 総務部        ：人事課 

(ｴ) 市民部        ：税務課 

 

イ 後半〔出席：危機管理部（危機管理課）、くらし創造部（地域づくり課、多様性

推進・ジェンダーギャップ対策課、生活環境課）、各振興局地域振興課、消防

本部〕 

(ｱ) くらし創造部     ：地域づくり課、多様性推進・ジェンダーギャップ 

   対策課、生活環境課 

(ｲ) 出石振興局      ：地域振興課 

(ｳ) 但東振興局      ：地域振興課 

(ｴ) 消防本部       ：消防本部 

 

(2) 委員会の重点調査事項について <３頁> 

 

５ その他 

 

６ 閉会 
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須 山 泰 一

福 田 嗣 久

7名

前 後 生活環境課長 植 田 孝 志

坂本英津子 1 生活環境課参事 小 崎 新 子

議会事務局次長 佐田美佐樹 1

税務課長 塚 本 尚 見

谷 口 雄 彦 1

次長兼秘書広報課長 藤 本 充 1 地域振興課長 福 井 孝 道

秘書広報課参事 桒 垣 敦 子 1

経営企画課長 浪 華 誠 1 地域振興課長 小 林 昌 弘

経営企画課参事 由 利 健 司 1

ＤＸ・行財政改革推進課長 橋 本 直 紀 1 地域振興課参事 徳 味 卓 示

野 村 亮 太 1 地域振興課長 武 縄 真 明

次長兼財政課長 真 狩 直 哉 1

資産活用課長 上 阪 善 晴 1 地域振興課長 大 岸 勝 也

原 田 泰 三 1 会計管理者 西 村 嘉 通

危機管理課長 松 岡 久 雄 1 会計課長 高木智佳子

危機管理課参事 山 内 真 弘 1

中 地 修

総務部長 宮 代 将 樹 1 中 尾 浩

総務課長 大 形 昌 民 1 土 肥 貢

総務課参事(文書法制担当) 山 本 慎 二 1 消防本部参事兼予防課長 井 上 光 彦

次長兼人事課長 岡 亮 吾 1

選管監査事務局長 若森和歌子

太田垣健二 1

地域づくり課長 宮 田 裕 史 1 前半 19 名

地域づくり課参事 佐 伯 勝 巳 1 後半 20 名

地域づくり課参事 三 宅 徹 1

多様性推進・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰｷﾞｬｯﾌﾟ対策課長 原田紀代美 1 説明員計 39名

多様性推進・ｼﾞｪﾝﾀﾞｰｷﾞｬｯﾌﾟ対策課参事 道 下 一 1

議会事務局主幹 山 本 雅 彦

計 47名

議会事務局

市民部

副 委 員 長 太 田 智 博

2026年度　豊岡市議会総務委員会名簿 2026年4月13日(月)

【総務委員】

委 員 長 芹 澤 正 志

委 員

青 栁 順 子

竹 中 理

米 田 達 也

【説明員】  ※出席者に着色しています

議会事務局長

市長公室

城崎振興局

竹野振興局

市長公室長

日高振興局

行政管理部

選挙管理委員会・監査委員事務局

但東振興局

危機管理部 会計室

危機管理部長

消防本部

総務部 消防長

消防本部参事兼総務課長

消防本部参事兼警防課長

行政管理部長

【担当事務局職員】

くらし創造部

くらし創造部長

出石振興局
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2026 年 度 総 務 委 員 会 の 重 点 調 査 事 項 

１ 基本構想と市政運営について 

２ 地方創生施策の推進について 

３ 移住定住・人口減少対策について 

４ 地方財政及び行財政改革について 

５ 公共施設マネジメントについて 

６ 自治体ＤＸの課題と推進について 

７ 消防行政の推進について 

８ 地域コミュニティの推進について 

９ ジェンダーギャップ解消の推進について 
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午前９時３０分開会 

○委員長（芹澤 正志） それでは、おはようござい

ます。ちょうど定刻になりましたので、ただいまか

ら総務委員会を開会いたします。 

 改めまして、皆さんおはようございます。ご苦労

さまです。 

 いよいよ新年度に入りまして、当局の皆様におか

れましては、人事異動やら組織改編の中、今ばたば

たされてるとこだと思いますけども、これから約半

年強、この総務委員会で我々と一緒に活動してまい

りたいと思いますので、何とぞよろしくお願いした

いと思います。 

 それでは始めさせていただきます。 

 本日の会議に欠席届のありましたのは福田委員

でございます。 

 それでは、委員の皆さんは、ＳｉｄｅＢｏｏｋｓ

上のフォルダー、ホーム、総務委員会、総務２０２

６０４１３が本日の委員会フォルダーですので、そ

こに本日の委員会次第や資料を配信しております。 

 本日の当局職員出席者についてでありますけど

も、前後半、２つのグループに分けております。前

半は、議会事務局、市長公室、行政管理部、総務部、

市民部、会計室、選管監査事務局の職員に出席を要

請しておりますので、ご了承願います。 

 それでは、３の自己紹介に入ります。 

 今回は今年度最初の委員会でございます。４月の

人事異動で当局職員に異動がありましたので、ここ

で出席の皆さんに自己紹介をお願いしたいと思い

ます。 

 まず、正副委員長、次に委員、続いて当局職員、

最後に事務局という順でお願いいたします。 

 なお、当局職員は、委員会名簿順で、マイクを使

用してお願いします。 

 それでは、改めまして、委員長の芹澤でございま

す。よろしくお願いいたします。 

○副委員長（太田 智博） 皆さんおはようございま

す。総務委員会２回目になりますので、副委員長の

太田でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○委員（竹中  理） 委員の竹中です。よろしくお

願いします。 

○委員（須山 泰一） 委員の須山です。よろしくお

願いします。 

○委員（米田 達也） おはようございます。委員の

米田です。よろしくお願いします。 

○委員（青栁 順子） 失礼します。おはようござい

ます。青栁です。よろしくお願いします。 

○事務局長（坂本英津子） おはようございます。議

会事務局長の坂本です。よろしくお願いします。 

○事務局次長（佐田美佐樹） 議会事務局の佐田です。

よろしくお願いいたします。 

○市長公室長（谷口 雄彦） おはようございます。

市長公室長の谷口です。よろしくお願いします。 

○市長公室次長（藤本  充） 市長公室次長兼ねて

秘書広報課長の藤本でございます。よろしくお願い

します。 

○秘書広報課参事（桒垣 敦子） おはようございま

す。秘書広報課参事の桒垣と申します。よろしくお

願いいたします。 

○経営企画課長（浪華  誠） おはようございます。

経営企画課長の浪華と申します。よろしくお願いい

たします。 

○経営企画課参事（由利 健司） おはようございま

す。４月から経営企画課参事兼ねて交通政策室長と

なりました由利でございます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○ＤＸ・行財政改革推進課長（橋本 直紀） おはよ

うございます。ＤＸ・行財政改革推進課長の橋本で

す。よろしくお願いします。 

○行政管理部長（野村 亮太） 改めまして、行政管

理部長、野村でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

○行政管理部次長（真狩 直哉） おはようございま

す。行政管理部次長兼ねて財政課長の真狩と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

○資産活用課長（上阪 善晴） おはようございます。

４月から資産活用課長となりました上阪といいま

す。よろしくお願いします。 

○総務部長（宮代 将樹） おはようございます。総
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務部長の宮代です。どうぞよろしくお願いします。 

○総務課長（大形 昌民） 総務課長の大形です。よ

ろしくお願いします。 

○総務課参事（山本 慎二） 総務課参事の山本です。

よろしくお願いします。 

○総務部次長（岡  亮吾） 総務部次長兼ねて人事

課長の岡です。よろしくお願いします。 

○税務課長（塚本 尚見） 税務課長の塚本でござい

ます。よろしくお願いします。 

○会計管理者（西村 嘉通） おはようございます。

会計管理者兼会計室長の西村でございます。よろし

くお願いします。 

○会計課長（高木智佳子） 会計課長の高木です。よ

ろしくお願いいたします。 

○選管監査事務局長（若森和歌子） 選管監査事務局

の若森です。よろしくお願いします。 

○事務局主幹（山本 雅彦） 失礼します。事務局担

当しております山本です。よろしくお願いします。 

○委員長（芹澤 正志） ありがとうございました。

今年度は当分の間、このメンバーで委員会の審査を

対応していただくことになりますので、よろしくお

願いいたします。 

 なお、後半の部でも委員の皆さんには自己紹介を

していただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、４の協議事項に入ります。 

 １、委員会所管事項の事務概要についてを議題と

いたします。 

 まず、当局から一通りの説明を受けた後、各委員

から質疑等を受けたいと思いますので、よろしくお

願いします。 

 なお、委員の皆さん、当局の皆さんは、質疑、答

弁に当たりましては、くれぐれも要点を押さえて簡

潔明瞭に行うなど、スムーズな議事進行に協力をお

願いいたします。 

 また、委員会の発言は、委員長の指名の後、マイ

クを使用して、発言者名を名のってから行っていた

だきますようお願いいたします。 

 それでは、当局からページ順で説明願います。 

 それでは、市長公室経営企画課、浪華課長、どう

ぞ。 

○経営企画課長（浪華  誠） それでは、２０２６

年度の事務概要についてご説明をします。 

 経営企画課の事務概要は、３ページから６ページ

まで４項目ありまして、まず、３ページにつきまし

ては、私、浪華が説明をさせていただき、４ページ

から６ページまでの交通政策関係につきましては

由利参事が説明をさせていただきます。 

 では、３ページをご覧ください。民間事業者等と

の連携推進です。 

 現況と課題です。多様化する地域課題は、行政だ

けでは解決することが難しくなってきています。こ

のため、民間の柔軟な発想やアイデアなどを取り入

れ、民間と行政双方のリソースを生かして、新たな

価値を創造し、解決する必要があると考えています。 

 次に、基本方針です。様々な地域課題に未来志向

で向き合い、課題解決に向けて民間の柔軟な発想や

アイデア、新たな技術などを取り入れるため、企業

や団体、大学などと連携、協働し、新しい価値の創

造を目指します。 

 概要です。１つは、民間事業者等からの共創事業

に関する提案の受付と共創の推進です。２０２５年

１月から開始をしました民間事業者等からの共創

事業提案制度等を活用し、地域の課題解決に向けて

民間事業者等との対話を通じて、課題解決につなが

るような取組を進めております。今年度は、専門家

にもアドバイスを得ながら、地域課題の提案手法で

すとか課題の言語化に努め、共創事業の実現に向け

た企業との対話を促進していきたいと考えていま

す。 

 ２つ目は、官民共創の風土醸成です。官民共創の

風土を醸成するため、市職員及び市内企業向けのセ

ミナーやワークショップを実施することとしてい

ます。 

 私からは以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 由利参事、どうぞ。 

○経営企画課参事（由利 健司） 私からは、４ペー

ジ以降の３件を説明させていただきます。 

 ４ページをご覧ください。空港の利用促進と利便
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性の向上です。 

 現況と課題、基本方針についてです。コウノトリ

但馬空港は、１９９４年の開港以来、豊岡市をはじ

め、但馬地域の活性化に大きく寄与してきました。

２０２５年度の利用者は、３月３１日現在の速報値

で４万２１人となり、コロナ禍前の２０１９年以来、

６年ぶりに４万人を突破し、利用率も６７．３％と

なりました。年間目標利用率７０％、ターゲット７

０（ななまる）には僅かに届かないものの、２０１

８年に就航した４８人乗りのＡＴＲ機導入以来、過

去最高の利用率を記録しました。また、東京乗り継

ぎ者数も過去最高の１万５，１３５人を記録してお

ります。 

 一方で、降雪などの但馬特有の気候に加え、機体

の整備等に係る欠航が多く発生しており、２０２５

年度の就航率は８４．９％と、過去２番目に低い数

字でした。利用増進を図る上で安定運航は必須の条

件であり、運航会社と共に改善策を検討してまいり

ます。 

 次に、概要でございます。主な取組の１点目につ

きましては、市民等に対する但馬路線空港運賃の助

成や小学生の社会見学への支援を通じ、但馬空港の

利用を促進します。 

 ２点目としましては、日本航空、旅行代理店等と

の協働による旅行商品等の造成を行います。 

 ３点目としましては、県、但馬空港推進協議会と

連携し、東京直行便開設に向けた日本航空株式会社

及び日本エアコミューター株式会社への要望につ

いて、今年７月をめどに予定しております。 

 ４点目につきましては、記載のとおりでございま

す。 

 次に、５ページをご覧ください。バス交通の充実

と利用促進です。 

 現況と課題、それから基本方針についてです。地

域公共交通の基盤であるバス交通は、域内人口の減

少等による利用者数の減少、加えて、深刻なドライ

バー不足により大変厳しい運営状況にあります。今

年度も継続して、国、県と協調し、運行に係る経費

の補助を行い、主要バス路線の維持確保に努めたい

と考えております。 

 路線代替交通として運行しています市営バス「イ

ナカー」については、４路線で継続運行を行い、沿

線住民の外出を支援したいと考えております。地域

主体交通のチクタクにつきましても、今年度も引き

続き出石、但東の４つの地域で継続運行し、地域の

日常生活を支えたいと考えております。また、竹野

地域において、路線バスと市営バスを総合的に再編

し、バス型日本版ライドシェアにより、予約型乗合

交通の運行を２０２５年１０月から開始しました。 

 今後も引き続き、地域と協働した共助交通を推進

することで、持続可能なバス交通ネットワークの構

築を目指すこととしています。 

 次に、概要でございます。１点目の主要バス路線

の維持についてと、２点目の地域の実情に応じた交

通体系とネットワークの構築については、先ほど現

況で説明したとおりでございます。 

 ３点目も記載のとおりでございます。 

 ４点目としまして、公共交通の市民の関心を高め、

利用者の維持、増加を図ることを目的に、市政２０

周年記念事業として実施しました豊岡のってＥＣ

Ｏ（いこう）を２０２６年度以降も引き続き実施す

るとともに、職員の市内移動等に係る公共交通利用

にも取り組むこととしています。 

 次に、６ページをご覧ください。鉄道交通の利用

促進です。 

 現況と課題、基本方針についてです。通勤、通学、

通院などの市民の日常生活や観光などの交流人口

の拡大、災害時のバックアップ機能の確保という観

点から、鉄道交通は必要不可欠の重要な社会基盤で

あると考えています。しかしながら、沿線人口の減

少等によって、利用者は年々減少傾向にあり、鉄道

交通を取り巻く環境が厳しさを増しております。 

 このような状況の中、ＪＲ西日本は、大量輸送機

関として鉄道の特性を発揮できていないとする線

区の輸送密度と経営状況を公表し、最適な地域交通

体系を共につくり上げていく必要があるとの課題

を提起しました。県と沿線自治体が路線ごとに現状

と課題を踏まえ、利用促進策の方向性を取りまとめ、
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関係者がそれぞれの立場で利用促進策に取り組ん

でおります。 

 また、京都丹後鉄道は、維持活性化を推進するた

め、２０１５年４月から運行部門と施設部門を異な

る主体が担う上下分離方式が導入され、沿線府県市

町が連携し、持続可能な運営に努めております。 

 なお、上下分離方式による運行の継続に向け、運

行管理事業者と施設管理事業者との間で契約期間

の終期を２０３４年度末まで延長することが合意

され、２０２５年３月に変更契約が締結されていま

す。引き続き、沿線自治体と連携し、利用者の利便

性向上対策と運行事業者への支援を行うこととし

ています。 

 続いて、概要でございます。主な取組についてで

すが、まず、大項目１のＪＲ山陰本線の維持存続に

向けた取組の実施につきましては、ＪＲ山陰本線利

用促進策創出ワークショップで立案されました取

組として、乗って守ろう！竹野駅ペイを昨年に引き

続き実施するとともに、トライやる・ウイークにお

ける公共交通利用助成にも取り組んでいきます。 

 続いて、大項目２の京都丹後鉄道の運行支援につ

きましては、例年の取組であり、記載のとおりでご

ざいます。 

 経営企画課からの説明は以上でございます。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、ＤＸ・行財政改革

推進課、橋本課長。 

○ＤＸ・行財政改革推進課長（橋本 直紀） 私のほ

うから、ＤＸ及び行財政改革の推進と自治体情報シ

ステム標準化について説明します。 

 まず、７ページをご覧ください。現況と課題です。

本市のこれまでの行財政運営においては、多様化す

る市民のニーズを十分キャッチアップできないま

ま、公共サービスを提供し続けている現状がありま

した。その結果、市民や受益者のニーズが公共サー

ビスに反映されない、サービスの内容が社会情勢の

変化に対応できてないなど、課題が多く残されてい

ます。 

 また、多額の支出を要する各種負担金、出資金、

繰出金、福祉サービスやデジタル基盤など経営課題

や、効果測定を的確に行うための行政評価について、

行財政改革視点でアプローチを強化する必要があ

ります。 

 基本方針です。第５次豊岡市行財政改革大綱の目

指す姿「限られた資本と多様性を活かし、市民の視

点で公共サービスが持続可能な状態で提供されて

いる」を実現するため、次の取組を進めます。 

 概要です。１、デジタルと対面による市民共創を

見据えた広聴。市の課題や施策に対する市民の意見

を広く集めるため、市民がいつでもどこでも自由に

意見投稿や対話が可能なオンラインプラットフォ

ーム「シビックとよおか」を運用するとともに、各

地で対話型ワークショップ「ちいき×エール」を開

催します。デジタルと対面を組み合わせた新たな広

聴方法で、人と地域に寄り添う市政を推進します。 

 ２、オンライン申請の拡充でございます。いつで

もどこでも手続ができる来庁の負担がない窓口の

実現のため、課室ごとの計画を基に２０２８年度ま

でに手続等のオンライン化１００％を目指します。 

 ３、生成ＡＩの業務利用拡大です。生成ＡＩを問

合せ対応や資料作成など多様な業務に活用し、業務

効率とサービス品質の向上を図るとともに、定期研

修やマニュアル整備により活用の定着を目指しま

す。 

 ４、ＤＸ推進体制の構築です。２０２７年度から

全庁的にＤＸ推進体制を確立することを目標に、２

０２５年度に引き続き健康福祉部をモデルケース

として体制づくりを進めます。内容は、部内各係の

業務課題の把握と改善、デジタルツール活用を中心

とした勉強会や個別案件への技術支援など、ＤＸ推

進担当者の活動を全面的に支援します。この取組で

得られた知見や手法を２０２６年度後半から体系

化し、部局ごとに業務改善を進められる組織体制づ

くりを目指します。 

 ５、Ｘｍｅｅｔｉｎｇの実施です。若手職員によ

る全庁的な業務改革と同時に改革を牽引するＤＸ

人材の育成を目的に、本プロジェクトに引き続き取

り組みます。２０２６年は、次期人材育成計画への

提言、働きやすさと働きがいの両立職場環境の構築、
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多様性と自律性を促す服装ガイドラインの刷新、３

つのテーマに取り組むこととしています。単なるア

イデア創出にとどまらず、データに基づく現状分析

や庁内を巻き込んだ施策立案を実践していただき

ます。 

 ６、地域内配送の検討、実証です。日本郵便株式

会社、兵庫県と連携し、但東地域で市民の皆さんと

共に、持続可能な地域配送手法の構築に引き続き取

り組みます。２０２５年度の実証結果を踏まえ、地

域との合意形成や運行体制、制度面の整理を進める

こととしています。あわせて、貨客混載の可能性に

ついても検討することとしております。 

 ７、但東地域へのキオスク端末の導入でございま

す。但東クロスプロジェクトの一環で、但東地域の

主要商業施設に公的証明書交付サービスが受けら

れるキオスク端末を設置し、より便利に行政サービ

スを利用できる環境を整えます。 

 ８、働きやすい、働きがいのある市役所プロジェ

クトの推進でございます。２０２５年度は、経営層

である管理職向けのマネジメント研修を２回実施

し、主に部下との円滑なコミュニケーションのため

の気づきとアクションを促し、学び続けることの重

要性を学んでいただきました。２０２６年度は、同

様の取組を継続するとともに、職員の声や職場ヒア

リング等を踏まえた必要な研修、具体的な事業や業

務の見直しと改善、組織の在り方の検討など、働き

やすい、働きがいのある組織風土に向けた取組をさ

らに進めたいと思います。 

 続いて、９ページをご覧ください。自治体情報シ

ステム標準化でございます。 

 現況と課題です。住民記録などの２０業務システ

ムの標準化は、地方公共団体情報システムの標準化

に関する法律において「住民の利便性の向上及び地

方公共団体の行政運営の効率化に寄与することを

旨として、行わなければならない」とされています。 

 また、２０業務システムは、２０２５年度までに

ガバメントクラウド上に構築された標準準拠シス

テムに移行することとされていましたが、全自治体

が一斉に標準化システムへの移行を求められてい

るため、システムベンダーのリソース不足がネック

であり、やむを得ない場合には移行期限をおおむね

５年延長する基本方針が改定されたところです。本

市においては、住基、税等の主要業務を保守してい

る業者からの遅延の申入れにより、２０２５年度に

はまず３業務について移行作業を完了しておりま

すが、残り１７業務については、２０２８年度まで

の移行を目指したいと考えております。 

 基本方針です。２０２５年度には戸籍、戸籍付票、

それから生活保護の３業務について作業を完了し

てますが、残り１７業務については、２０２８年度

までに完了したいというふうに考えています。 

 概要ですけども、主な事業は記載のとおりでござ

います。事業期間は２０２８年度までということに

しております。 

 以上、ＤＸ・行財政改革推進課からの説明でした。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、行政管理部財政課、

真狩部次長。 

○行政管理部次長（真狩 直哉） １０ページをご覧

ください。財政健全化の推進です。 

 現況と課題です。近年、社会保障関係経費や人件

費等の経常的経費が増加しています。こうした中、

２０２６年度の予算では、市民の日々の暮らしを着

実に支え続けることを念頭に、子供の医療費助成の

拡充、保育料の軽減、小学校給食費の無償化、稼ぐ

力強化総合支援、脱炭素先行地域推進事業など、子

育てと経済に力を入れつつ、後年度の行財政運営に

配慮した編成としています。 

 市税収入は増額を見込み、２０２５年度と比較し

て市税全体で２億９７８万円増の９９億３，９７０

万３，０００円としています。 

 地方交付税のうち普通交付税は、市税の増収によ

る基準財政収入額の増加により３億円減の１４９

億円、特別交付税が除排雪経費の増加を見込み１億

２，０００万円増の２３億２，０００万円としてい

ます。 

 ふるさと納税は、引き続き好調に推移すると見込

み、１億８，８００万円増の１７億円としています。 

 ２０２６年度末の一般会計の市債残高見込みは
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約３２５億円で、年々減少していますが、自主財源

比率は３８．７％と見込まれ、依然として厳しい財

政状況にあります。また、実質公債費比率は１３．

０％と見込まれ、近年は改善してきているものの、

依然として高い水準で推移しているため、今後も市

債の発行額の抑制や繰上償還の検討を進めるなど、

将来世代の負担を考慮した慎重な財政運営が必要

であると考えています。 

 次に、基本方針です。経常的経費の抑制、公共施

設マネジメント、ＤＸの推進、行財政改革の実行な

どに取り組み、不安定なふるさと納税だけに頼るこ

となく、持続可能な行政サービスに向けた財務体質

の確立を図ることとします。 

 概要です。１、長期的な財政見通しに基づく運営、

２、関係団体を含めた財政健全化への対応等、次の

ページになります。３、自主財源確保、そして４、

受益者負担の適正化について記載しています。それ

ぞれに取組を進めていくこととしています。 

 説明は以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 資産活用課、上阪課長、ど

うぞ。 

○資産活用課長（上阪 善晴） 公共施設マネジメン

トの推進。 

 現況と課題です。市が保有する公共施設の老朽化

が進み、更新時期を迎えようとしています。人口減

少も見据え、将来世代の財政負担を考慮した上で、

最適な施設サービスの提供に向け、公共施設保有量

の最適化を図ることが必要となっております。 

 市では、２０１４年度から公共施設マネジメント

に着手し、２０１６年度に豊岡市公共施設等総合管

理計画及び第１期豊岡市公共施設再編計画を策定

しました。２０２０年度から２０２１年度には、全

ての公共施設の個別施設計画を策定し、また、市民

の方と議論する場として地域デザイン懇談会を開

催し、その議論の内容を地域デザインプランとして

取りまとめを行いました。２０２５年度には、計画

的な保全等による長寿命化に合わせ、３０年間で延

べ床面積を３７％削減することを目標とした第２

期豊岡市公共施設再編計画を策定しました。 

 持続可能な行財政運営を行うため、市民理解を得

ながら着実に公共施設マネジメントを推進する必

要があります。 

 次に、基本方針です。公共施設再編計画に定めた

方向性や個別施設計画に記載した具体的な対策内

容等を踏まえ、更新、長寿命化、統廃合等を計画的

に行うことにより、財政負担の軽減、平準化を図る

とともに、未利用の公有財産の売却、貸付け等有効

利用を図り、独自財源の確保に努めます。 

 次に、概要です。１、公共施設等マネジメント推

進委員会の運営です。公共施設再編計画に基づき、

施設の複合化、長寿命化、効果的管理運営等を検討

し、地域に必要な機能を可能な限り維持しつつ、施

設保有量の最適化を推進します。 

 ２、学校跡地の利活用。廃校となる学校跡地につ

いて、市や公共的団体により使用しない場合は、地

域の意向、ニーズにも可能な限り配慮しつつ、民間

事業者等への売却や有償貸付け等による利活用を

推進します。 

 ３、未利用施設等の処分及び利活用。未利用施設

等の活用方針に基づき、既存の未利用土地、建物、

また今後未利用となる土地、建物の計画的な売却や

有償貸付け等による利活用を推進します。 

 ４、行政財産の占用使用に伴う実費負担の検討。

行政財産の建物を占用使用する者の適切な実費負

担の在り方を検討します。 

 以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、総務部人事課、岡

部次長。 

○総務部次長（岡  亮吾） それでは、１３ページ、

人材確保と人材育成をご覧ください。 

 まず、現況と課題についてです。人材を最大限に

活用しながら、持続可能な行政サービスを提供して

いくためには、本市行政の将来を担う職員の計画的

な採用、育成が重要となってきます。人材確保につ

いては、特に専門職の受験者の確保が厳しい状況に

あり、今後、さらに受験者数の減少が懸念されるこ

とから、多様で効果的な採用方法を実施していく必

要があると考えています。 
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 人材育成については、新任職員に対して組織全体

で業務内外のサポートを行うとともに、全ての職員

が自立的に能力向上やキャリア形成に取り組むこ

とができる環境を整備していく必要があります。 

 基本方針としましては、１つ目として、社会情勢

の変化や受験者数の減少等を踏まえ、計画的な採用

を行うとともに、多様な採用手法を活用した必要な

人材確保に取り組むこととしています。 

 ２つ目として、人材育成基本方針やキャリアデザ

インアクションプランに基づいた人材育成を推進

していきます。 

 ３つ目として、ハラスメントの防止及び対応指針

に基づき、外部相談窓口を活用するなど、ハラスメ

ントのない風通しのいい職場環境の整備を進めて

いきます。 

 概要として、主な取組を３項目挙げています。１

つ目は、採用広報、職員採用の取組についてです。

本市への就職希望者を対象とした採用サポーター

制度を新たに導入するとともに、自治体等求人に特

化したサイトによる採用情報の発信に取り組みま

す。また、人材確保の取組として、通常の採用以外

に、必要に応じて行政及び民間経験者の通年採用や

退職職員の再雇用を行うカムバック採用も実施し

ていくこととしています。 

 ２つ目は、人材育成、キャリア形成支援の取組に

ついてです。新任職員を対象としたＯＪＴやメンタ

ー制度を実施し、引き続きキャリアサポートシート

を活用した上司とのキャリアサポート面談による

キャリア形成支援、階層別の研修をはじめ、ｅラー

ニングを活用した研修機会を提供していきます。 

 ３つ目は、ハラスメント対策の取組です。ハラス

メントに関する正しい理解と対応力を身につけさ

せる研修機会の提供と、相談環境の充実を図るため、

引き続き外部相談窓口を設置することとしていま

す。 

 説明は以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、市民部税務課、塚

本課長。どうぞ。 

○税務課長（塚本 尚見） では、２１ページをご覧

ください。税務課からは、市税の適正課税と収納対

策についてご説明いたします。 

 初めに、現況と課題についてです。内閣府の経済

報告では、景気の先行きについて、雇用・所得環境

の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支える

ことが期待されるものの、中東情勢の影響を注視す

る必要があるとされており、本市の経済におきまし

ても、人手不足や原材料費高騰に加え、不安定な世

界情勢により多くの影響が懸念される厳しい状況

下にあり、税収確保につきましても厳しい状況とな

ることが予想されております。そのような中、自主

財源の確保のため、引き続き市税の適正課税及び収

納対策に取り組んでまいります。 

 次に、基本方針です。課税客体の的確な把握に努

めるとともに、滞納処分の適正かつ迅速な執行を行

うことで、自主財源の確保を図るとともに、税負担

の公平化を推進いたします。 

 続きまして、概要です。１つ目は、市税の適正課

税です。市民税については、自主申告を促すととも

に、扶養控除等の調査を実施し、適正課税に努めま

す。また、引き続きｅＬＴＡＸ等を利用した電子申

告の普及を図ります。 

 固定資産税につきましては、登記簿及び現況調査

により土地異動状況の確認、未評価家屋の捕捉に努

めるとともに、償却資産の実地（帳簿）調査を行い、

適正課税に努めます。 

 ２つ目は、着実な滞納整理の推進です。財産調査

や面談を通じて、滞納者の担税力の把握に努め、納

付を促すとともに、担税力以上の滞納については、

滞納処分の執行停止を行うなど、個々の生活実態に

即した滞納の解消策を講じることで、滞納整理を着

実に推進することとしております。 

 最後は、滞納抑止に向けた取組です。税の公平性

の観点から、広く市民への意識啓発に努め、滞納の

抑止につなげたいと考えております。口座振替によ

る納付を推奨することに加え、コンビニ納付やスマ

ホ収納等の活用を促し、期限内納付の一層の推進を

図ります。今年度は窓開き封筒にｅＬ－ＱＲのご案

内を挙げておりまして、ｅＬＴＡＸからの納付も推
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進しております。 

 また、年２回の一斉催告を中心に、滞納者に対し

定期的に催告状を発送するとともに、さらに納付の

ない滞納者については、速やかに滞納処分を行うこ

とで、滞納の増大を防ぐこととしております。 

 税務課からは以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 当局の説明は終わりました。 

 委員の皆さんから質疑等がございましたらお願

いいたします。 

 須山委員。 

○委員（須山 泰一） ＤＸ・行財政改革のところで

２点お聞きします。 

 １つは、何年度までにだったか、オンライン化率

１００％ってあったじゃないですか。いろんな手続、

オンライン化が進むのはええことだと思うんです

けど、１００％というのはなかなか難しいんじゃな

いかいうのを一つね、率直に思いました。 

 それと、モデルケースですけど、健康福祉部のほ

うのモデルケースでしたか、先行でやってると思う

んですけども、ＤＸ対策の。それはあれですか、今

年も、今年度も引き続き、その途上なんでしょうか。

この２点ちょっとお聞きします。 

○委員長（芹澤 正志） 橋本課長。 

○ＤＸ・行財政改革推進課長（橋本 直紀） ２つご

質問をいただきました。 

 まず、手続のオンライン化１００％の関係ですけ

ども、これについては、１００％オンラインに振る

ということでなくって、１００％可能な状態にする

というふうにご理解ください。私どもの調べでは、

１，０２４の手続があるというふうに棚卸しをしま

した。このうちオンライン化ができるであろう手続

については６９８というふうに押さえてございま

す。２０２５年度末で６９８のうち２１８の手続は

オンライン化、オンライン化できたと考えています。

あと残りを２８年度までにできる状態に持ってい

きたいと思ってます。 

 また、当然ですけども、今できるオンラインの手

続についても、紙でも申請を受け付けておりますの

で、ご認識をお願いしたいと考えています。 

 それから、健康福祉部での業務改善については、

２５年度から副参事、業務改革担当の副参事と私ど

ものＤＸのスタッフで鋭意取り組んでまいりまし

た。例えばですけども、避難行動要援護者の個別支

援計画の申請オンライン化であるとか、生活保護手

帳問答集から事例における生成ＡＩの活用など、

様々なことに取り組んでまいりました。ただ、全て

が全てできてるわけではないと考えていますし、深

掘りをする必要があることから、まず健康福祉部を

引き続きモデルケースで取り組んでまいりたい、さ

らには、横展開で全庁的に広めてまいりたいと考え

てます。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 須山委員。 

○委員（須山 泰一） ありがとうございます。その

点についてはないですけど、追加であと２つぐらい。 

 １つは、財政のことですけども、物価対策交付金

が１２月の補正、２月の補正とありまして、３回に

分けるということでしたけど、農林水産で追加の９，

０００万円が措置されたりしまして、また、４月以

降に幾らかそれ残ってて、また措置されるというふ

うに思ってますけど、そこら辺の見通しと、あと、

公共施設マネジメント、新しい１０年の計画が決ま

ったとこかなと思うんですけど、３月に市民からの

声をホームページで募集するようなんやってたと

思うんですけど、そういうのは反映されないですか。

そうですね、いいです、その２点、お願いします。 

○委員長（芹澤 正志） 真狩部次長。 

○行政管理部次長（真狩 直哉） 追加分につきまし

ては、現在内容等は検討しているところでございま

す。まだ何というのが言えるような、今のところは

状態にちょっとなってませんけども、検討を進めて

いるところです。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 上阪課長。 

○資産活用課長（上阪 善晴） ３月に市民の方から

のお声をホームページで募集と聞いてませんので

……。 

○委員長（芹澤 正志） 野村部長、はい、どうぞ。 

○行政管理部長（野村 亮太） 補足させていただき

ます。 
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 先ほど須山委員おっしゃった件でございますが、

３月にパブリックコメントをさせていただきまし

た。そこで何名かご意見いただきましたが、今、私

ども発表しました再編計画の本筋に、何か修正が生

じるようなご意見までは来ませんでした。ただ、や

はりこういうふうに再編するに当たって、こういう

地域の情勢とか、そういったものちゃんと踏まえた

上で慎重に進めてほしいとか、そういったご意見い

ただきましたので、そういったことはもちろん当初

から考慮して進めていきたいと思っておりますの

で、そういう意味では、以前、事前に説明させたも

のから何か中身を変えるまでのものというものは

なかったと認識しておりまして、そのような形で最

終的に年度末に計画として出させていただいたと

こでございます。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 須山委員。 

○委員（須山 泰一） 分かりました。３月の時点で

は案というふうに出てたですけども、あれが正式な

もんになったという理解でいいですね。はい、分か

りました。 

○委員長（芹澤 正志） ほか、どうぞ。 

 竹中委員。 

○委員（竹中  理） ４ページの交通政策室のほう

の質問をしたいと思います。 

 公共交通が総務課のほうに移ってきたんですけ

ども、この中で、空港の利用促進の中で、以前は１，

２００メートルから滑走路の延伸のことをずっと

書いてあったんですけど、最近ちょっとあまり載っ

てないっていうのがあって、我々もいろいろ人から

聞くんですけど、今年度どういう方向性になるんで

すか。ＲＥＳＡの期限とかもあると思うんですけど、

その辺とかいかがでしょうか。 

○委員長（芹澤 正志） 谷口市長公室長。 

○市長公室長（谷口 雄彦） 安全確保の観点から、

滑走路端の延長を求められ、ＲＥＳＡの問題がある

んですけども、年限切られて、そこまでに急いでさ

れないと運航ができないというようなことになっ

てますけれども、今年度は恐らく、県のほうで実施

設計の予算がつきましたので、それをもって担保さ

れてるというような状況でございます。そういう状

況でございます。 

○委員長（芹澤 正志） 竹中委員。 

○委員（竹中  理） あれ、たしかＲＥＳＡの期限

はいつでしたか。 

○市長公室長（谷口 雄彦） 今年度……。 

○委員（竹中  理） 今年度でしたっけ、今年度。

一応それはもう実施設計をするという予算、取れた

ので、一応それはもうクリアしているということで

すか。その後の計画みたいなのはこれからっていう

ことなんですね。はい、分かりました。 

○委員長（芹澤 正志） よろしいですか。 

○委員（竹中  理） はいはい、いいです。 

○委員長（芹澤 正志） 太田副委員長。 

○副委員長（太田 智博） ２点質問させてください。 

 ４ページの空港の関係です。利用増進を図る上で

安定運航が必須の条件でありっていう文面があり

ますけど、雪とか天候による欠航というのはある程

度仕方ないのかなって思ってますし、豊岡、但馬特

有なので、やっぱり安全第一を考える上では仕方な

いと思うんですけど、例えば、飛行機の準備ができ

なかったとか、整備がどうのこうのっていうことで

結構、欠航が多いっていう意見を聞きます。すごく

天気が晴れてて、当然飛行機が飛ぶだろうと予定さ

れてた方が急に欠航になって、予定を変更せざるを

得ないっていうお声を聞きますので、改善策を検討

する必要があるというふうにコメント書かれてま

すんで、十分な検討をお願いしたいと思いますが、

この辺について何かありましたら、教えていただけ

たらと思います。 

○委員長（芹澤 正志） 谷口市長公室長。 

○市長公室長（谷口 雄彦） 日本エアコミューター

が所有するＡＴＲ機の所有機数がそもそも少ない

という課題がありまして、予備機を回しづらいとい

うことに加えまして、経年で年数たってますので故

障が発生するようなことが増えてきてるんですけ

れども、今のイランとかウクライナの関係でなかな

か部品が入ってこないというような状況もあるよ

うで、その辺のところを日本エアコミューターとし
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て改善していただくように我々のほうから要請を

し、今対応していただいてる状況でございます。 

○委員長（芹澤 正志） 太田委員。 

○副委員長（太田 智博） 引き続きよろしくお願い

をしたいと思います。 

 もう１点、最後、５ページですけど、公共バス等

ですけど、たしかイナカーの運行等については４月、

５月ぐらいに市民説明会等を実施されながら、１０

月でしたかね、をスタートに１年間のルート決めら

れると思うんですけど、市街地循環バス「コバス」

ですね、この市街地でも結構交通難民、買物難民が

出てきてるっていうお声を聞きながら、コバスの運

行ルートの見直しをしていただけないかみたいな

お声もたくさん聞くんですけど、コバスの、例えば

運行の見直しっていうのはある程度柔軟にできる

のか、イナカーと一緒で１年に１回しか見直しがで

きないのか、それを１点、ちょっと教えていただけ

たらと思うんですけど。 

○委員長（芹澤 正志） 谷口市長公室長。 

○市長公室長（谷口 雄彦） イナカーにつきまして

は、運行の基準というのを設けてますので、１年間

どうだったかということを市民の皆さんにお示し

をしながら、検証していって、よりよく使いやすい

路線、ダイヤはどうなんだっていうことを毎年やっ

ているような感じです。 

 市街地循環バスにつきましては、市街地のいろん

な状況変化によって担当課のほうでルートとかダ

イヤの変更等は検討するんですけども、ご指摘のと

おり、市民のご意見をこちら側から直接積極的にお

伺いするようなことはこれまでしておりません。た

だ、頻繁に変え過ぎると信頼性をなくして、今使っ

てる方々にご迷惑かかるという課題と、今のままで

いいのかという課題のこのバランスが大変重要だ

と思ってまして、ただ、市街地のほうも高齢化が進

んでますし、小売店の撤退などもございますので、

今年度はどういったルートがいいのかっていうこ

とを改めて検討したいと考えています。 

○委員長（芹澤 正志） 太田委員。 

○副委員長（太田 智博） 市街地でもかなり高齢化

が進んでますので、やっぱり近いようで遠いとおっ

しゃる方もいらっしゃるので、また相談に行かせて

いただきたいと思いますんで、よろしくお願いをし

たいと思います。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） ほかに。 

 青栁委員。 

○委員（青栁 順子） 人事課さん、１３ページなん

ですけれども、２０２５年１１月の事務概要の説明

いただいたときに、職員さんの意識調査を行うとい

うことでおっしゃられていて、２月の末には取りま

とめできるだろうというのはそのときにあったか

なというふうに思います。それら取りまとめたもの

がもう公表されていて、それらが反映されたものに

なってるかどうか、ちょっと１つお伺いしたいんで

すけど、いかがでしょうか。 

○委員長（芹澤 正志） 岡部次長。 

○総務部次長（岡  亮吾） 意識調査の結果につい

ては取りまとめはできておりまして、あくまで職員

の内部の調査ということになってますので、公には

してないという状況でございます。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 青栁委員。 

○委員（青栁 順子） もう１点、ちょっとお伺いし

たいのが、８ページの、ちょっと私も勉強不足で大

変恐縮なんですけど、ＤＸさんのところの８番目の

ところに、管理職向けマネジメント研修ということ

であるんですけれども、これ、人材育成にも係る部

分かなというふうに思っていて、ここの辺の人事課

さんとの兼ね合いっていうのはどういう感じなの

か教えていただければと思うんですけど、いかがで

しょうか。 

○委員長（芹澤 正志） 橋本課長。 

○ＤＸ・行財政改革推進課長（橋本 直紀） まさに

いただいたようなご指摘のとおりで、人材育成にも

まつわる話ですので、人事課さんとは密に連携をし

て実施をさせていただいております。 

○委員長（芹澤 正志） 青栁委員、いいですか。 

○委員（青栁 順子） 分かりました。ありがとうご

ざいます。 

○委員長（芹澤 正志） ほか、ほかないですか。 
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 ないようですので、これで前半の部を終了いたし

ます。 

 ここで、委員の皆さん、当局の皆さんから何かご

ざいましたら、発言をお願いいたします。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（芹澤 正志） よろしいですか。 

 それでは、当局職員の皆さんは、宮代総務部長、

大形総務課長を除き、ここで退席いただいて結構で

す。お疲れさまでした。 

○委員長（芹澤 正志） ここで暫時休憩します。再

開は１０時３０分。 

午前１０時２０分休憩 

──────────────────── 

午前１０時３０分再開 

○委員長（芹澤 正志） それでは、休憩前に引き続

き委員会を再開します。 

 後半は、危機管理部、くらし創造部、各地域振興

課、消防本部の職員に出席を要請しておりますので、

ご了承願います。 

 それでは、３の自己紹介に入ります。 

 今回は年度当初の委員会でございまして、４月の

人事異動で当局職員に異動がありましたので、ここ

で出席の皆さんに自己紹介をお願いしたいと思い

ます。 

 まず、正副委員長、次に、委員、続いて当局職員、

最後に事務局という順でお願いします。 

 なお、当局職員は、委員会名簿順で、マイクを使

用してお願いいたします。 

 では、皆さん、改めましてこんにちは。ご苦労さ

までございます。引き続き、皆さんと共に頑張って

いきたいと思いますので、よろしくお願いします。

委員長、芹澤でございます。お願いします。 

○副委員長（太田 智博） 皆さん、お疲れさまでご

ざいます。総務委員会２回目になります、副委員長

の太田でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○委員（竹中  理） 委員の竹中です。よろしくお

願いします。 

○委員（須山 泰一） 委員の須山泰一です。よろし

くお願いします。 

○委員（米田 達也） おはようございます。委員の

米田です。よろしくお願いします。 

○委員（青栁 順子） おはようございます。委員の

青栁です。よろしくお願いします。 

○委員長（芹澤 正志） それでは、名簿順にいきま

しょう。原田部長から、どうぞ。 

○危機管理部長（原田 泰三） こんにちは。人事異

動で危機管理部のほうにまた戻ってまいりました

原田といいます。原田泰三です。よろしくお願いい

たします。 

○危機管理課長（松岡 久雄） 皆さんおはようござ

います。危機管理課長の松岡です。２年目です。よ

ろしくお願いします。 

○危機管理課参事（山内 真弘） おはようございま

す。危機管理課参事で参りました山内と申します。

よろしくお願いいたします。 

○くらし創造部長（太田垣健二） 失礼いたします。

４月の人事異動でくらし創造部長を仰せつかりま

した太田垣といいます。どうぞよろしくお願いいた

します。 

○地域づくり課長（宮田 裕史） おはようございま

す。地域づくり課長の宮田と申します。どうぞ今年

もよろしくお願いいたします。 

○地域づくり課参事（佐伯 勝巳） おはようござい

ます。地域づくり課参事を拝命いたしております佐

伯と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

○地域づくり課参事（三宅  徹） 同じく地域づく

り課参事兼空き家対策室長の三宅と申します。よろ

しくお願いいたします。 

○多様性推進・ジェンダーギャップ対策課長（原田紀

代美） おはようございます。多様性推進・ジェン

ダーギャップ対策課長の原田と申します。２年目に

なります。どうぞよろしくお願いいたします。 

○多様性推進・ジェンダーギャップ対策課参事（道下

  一） 同じく多様性推進・ジェンダーギャップ

対策課、道下です。よろしくお願いいたします。 

○生活環境課長（植田 孝志） おはようございます。

この４月で生活環境課長となりました植田と申し

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 



 12 

○生活環境課参事（小崎 新子） おはようございま

す。生活環境課参事の小崎と申します。よろしくお

願いします。 

○城崎振興局地域振興課長（福井 孝道） おはよう

ございます。城崎振興局地域振興課長の福井です。

よろしくお願いします。 

○竹野振興局地域振興課長（小林 昌弘） おはよう

ございます。竹野振興局地域振興課長の小林です。

引き続きよろしくお願いします。 

○日高振興局地域振興課参事（徳味 卓示） おはよ

うございます。日高振興局地域振興課参事の徳味と

申します。昨年度までは建設経済委員会でしたけれ

ども、担当替えということでこちらお世話になりま

す。よろしくお願いします。 

○出石振興局地域振興課長（武縄 真明） おはよう

ございます。出石振興局地域振興課長の武縄と申し

ます。どうぞよろしくお願いをいたします。 

○但東振興局地域振興課長（大岸 勝也） おはよう

ございます。但東振興局地域振興課の大岸です。よ

ろしくお願いいたします。 

○消防長（中地  修） おはようございます。４月

に消防長を拝命いたしました中地でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

○消防本部参事（中尾  浩） おはようございます。

この４月に消防本部次長兼ねて総務課長をさせて

いただくことになりました中尾といいます。よろし

くお願いします。 

○消防本部参事（土肥  貢） おはようございます。

消防本部参事兼ねて警防課長の土肥と申します。よ

ろしくお願いいたします。 

○消防本部参事（井上 光彦） おはようございます。

この４月から消防本部参事兼ねまして予防課長の

井上でございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○事務局主幹（山本 雅彦） 失礼いたします。委員

会の事務局を務めます山本です。よろしくお願いし

ます。 

○委員長（芹澤 正志） ありがとうございました。

今年度は、当分の間、このメンバーで委員会審査を

対応していただくことになりますので、何とぞよろ

しくお願いいたします。 

それでは、４の協議事項に入ります。 

 （１）委員会所管事項の事務概要についてを議題

といたします。 

 まず、当局から一通りの説明を受けた後、各委員

から質疑等を受けたいと思います。 

 なお、委員の皆さん、当局の皆さんは、質疑、答

弁に当たりましては、くれぐれも要点を押さえて簡

潔明瞭に行うなど、スムーズな議事進行にご協力を

お願いいたします。 

 また、委員会での発言は、委員長の指名の後、マ

イクを使用して発言者名を名のってから行ってい

ただきますようお願いいたします。 

 それでは、当局から、ページ順で説明願います。 

 まず、くらし創造部地域づくり課、宮田課長、ど

うぞ。 

○地域づくり課長（宮田 裕史） どうぞよろしくお

願いいたします。 

 それでは、本日の事務概要、１４ページのほうを

ご覧いただきたいと思います。１４ページのほうで、

まず１つ目といたしまして、地域コミュニティの推

進につきましてご説明をさせていただきたいと思

います。 

 こちら、現況と課題といたしまして、集落単位で

の地域の運営が困難になりつつある中で、住民の皆

様が主体ではあるものの、多様な主体と協働しなが

ら地域の課題に対処していくっていうことを目指

し、２０１７年４月、全２９地区で地域コミュニテ

ィ組織を立ち上げていただいているところでござ

います。 

 本市におきましては、２０２０年２月に地域コミ

ュニティの将来像といたしまして、地域の目指す基

本的な方向性を示した地域コミュニティビジョン

を策定させていただくとともに、各地域コミュニテ

ィ組織におきましても幅広い住民の皆さんに参画

していただきながら、どのような地域を目指してい

くのかということを地域づくり計画として策定し

ていただいてるところでございます。 
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 この地域づくり計画にのっとり、それぞれの地域

で、地域における課題解決や魅力の創出を行ってい

くということが大事なことであるというふうに考

えております。 

 続きまして、基本方針といたしまして、市と中間

支援組織でありますちいきのてとが協働いたしま

して、２０２４年度に策定いたしました後期地域コ

ミュニティアクションプランに基づきまして、継続

的、計画的に地域コミュニティ組織を支援してまい

るとともに、地域コミュニティビジョンの改定にも

今年度着手してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 概要ですが、今年度の主な事業といたしまして、

こちらに掲げておりますが、５項目を上げさせてい

ただいております。 

 まず、１といたしまして、地域コミュニティ組織

への財政支援ということで、組織運営や活動のため

の経費に必要なものといたしまして、コミュニティ

づくり交付金を交付、それとは別に、住民の皆さん

の生活機能の維持、確保の強化、取組などに対しま

して、地域コミュニティ組織のほうからの自主企画、

手挙げ方式によりまして、活動促進事業交付金を交

付することといたしております。 

 ２番目ですが、地域コミュニティ活動への支援と

いたしまして、各地区が策定いたしました地域づく

り計画実行のための助言、あるいは全てのコミュニ

ティセンターへ地域マネージャーを派遣したり、そ

して、３つ目といたしまして、地域運営におけます

各種相談対応を行っていくことといたしておりま

す。 

 ３番目でありますが、豊岡市地域コミュニティビ

ジョンの実現に向けました取組といたしまして、地

域づくり戦略会議というものを開催いたしており

ます。これにつきましては、まちづくりの専門家か

ら、市の取組に対しましてアドバイスをいただくと

いうものでございます。また、庁内といたしまして

は、地域づくり職員ネットワーク会議を開催し、関

係課職員によりますコミュニティ施策の推進に当

たっての課題等を関係課で協議する場として設置

させていただいてるとこでございます。 

 ４番目ですが、豊岡市地域コミュニティビジョン

の改定に向けた取組ということで、今年度、ビジョ

ン改定に向けての資料整理や地域コミュニティ組

織などとの意見交換の実施を通じましてビジョン

の見直しを検討していきたいというふうに考えて

るところでございます。 

 ５番目といたしまして、コミュニティセンターの

維持・管理ということで、今年度におきましては、

三方コミュニティセンターの長寿命化工事を行う

ことといたしております。 

 地域コミュニティの推進につきましては、私から

は以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 地域づくり課、三宅参事、

どうぞ。 

○地域づくり課参事（三宅  徹） よろしくお願い

します。 

 それでは、資料の１５ページをお開きください。

私からは、空き家対策の推進についてご説明いたし

ます。 

 現況と課題といたしましては、空き家が増加し続

けており、中には放置すると倒壊の危険が高まる空

き家も増加傾向にあります。そこで、所有者の管理

意識の醸成や利活用の推進を一体的に行う必要が

あると考えております。 

 次に、基本方針といたしましては、１では、昨年

度まで建築住宅課で行ってきました空き家の適正

管理と除却を支援すること、２では、昨年度まで地

域づくり課移住定住・若者係が行ってきました空き

家情報の発信や利活用を促進することを基本方針

として、空き家対策を包括的に推進してまいりたい

と考えております。 

 次に、概要の項目にて、今年度の主な事業を説明

いたします。 

 １の危険な空き家の除却支援といたしましては、

２種類の補助金制度により、保安上危険な空き家の

除却を進めてまいります。（１）の特定空家等除却

支援事業補助金は、主に空家法で規定しております

特定空家等と判断した空き家の除却に助成するも
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ので、除却経費の３分の２以内の額を助成します。

上限額は１３３万２，０００円です。 

 （２）の危険空家除却支援事業補助金は、建物自

体の危険度や周辺への影響の危険度を判定して、一

定以上の基準に達した空き家の除却に助成するも

ので、除却経費の６分の１以内の額を助成します。

上限額は３３万３，０００円です。 

 ２の空き家の利活用の促進といたしましては、以

下の（１）から（５）までの事業など、空き家情報

の発信や補助金により空き家の流通を促進し、空き

家の利活用を推進してまいります。このうち、（３）

の定住促進事業補助金につきましては、空き家関連

では２種類の補助金がございます。上段の補助金は、

移住後３年以内の方や５年以上の定住の意思があ

って空き家を購入、または賃借する移住者などに対

し、改修経費の３分の２以内を助成するものです。

上限額は１００万円です。下段の補助金は、移住者

に限らず、空き家の片づけ、清掃等に要する経費の

１０分の１０以内を助成するものです。上限額は１

０万円です。 

 また、（４）の古民家再生促進支援事業補助金は、

歴史的建築物を地域交流拠点として活用するため

の改修に対して、２分の１から４分の１の額を助成

するものです。市の上限額は１，０００万円ですが、

この補助金を交付する場合、県からも同額の補助金

が交付されますので、対象経費が３，０００万円以

上の改修工事に対しては、市と県で合わせて最大で

２，０００万円が交付されるという仕組みになって

おります。 

 現在のところ、本年度の主な事業は以上ですが、

この４月に空き家対策室を設置いたしましたので、

さらに空き家の適正な管理や危険な空き家の除却、

空き家の利活用について、効果的な施策を研究しな

がら、これから取り組んでまいりたいと考えており

ます。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、多様性推進・ジェ

ンダーギャップ対策課、原田課長、どうぞ。 

○多様性推進・ジェンダーギャップ対策課長（原田紀

代美） 資料の１６ページをご覧ください。まず、

一人一人を尊重するまちづくりの推進について説

明いたします。 

 現況と課題です。これまでから、人権教育や啓発

を進めてきました。全ての施策に多様性の視点を取

り入れ、あらゆる場に多様な人々が参画する多様性

を受け入れ、支え合うまちづくりを推進するために、

２０２５年３月に多様性推進方針を策定しました。

また、外国人住民は、市の人口減少が著しい中、２

０２６年３月末現在１，３１２人で、豊岡市民の約

６０人に１人の状況となっており、年々増加してい

ます。１０年前に比べますと、約２．５倍に増加し

ております。３０の国と地域と多国籍化していると

ともに、多様なニーズを持った人々が年々増えてお

り、そのため、コミュニケーション支援、生活支援、

意識啓発と地域づくりなどに係る事業をさらに推

進していく必要があります。 

 基本方針については、多様性の価値が理解され、

まちづくりや経済活動の中で多様な人々が生き生

きと活動している状態を目指して、多様性推進方針

に基づき総合的に推進します。あわせて、２０２６

年３月に策定した第２次多文化共生推進プランに

沿って、外国人との共生の取組を進めます。 

 概要についてです。今年度の主な事業を２つ挙げ

ております。まず、１つ目は、多様性推進方針に基

づいた取組についてです。多様性推進・ジェンダー

ギャップ対策検討委員会において、方針に基づいた

取組を進めるとともに、検討委員会の中にジェンダ

ーギャップ対策と多文化共生の２つの分科会を置

き、それぞれの計画の進行管理を行います。今年度

に策定、改定を予定している市の各計画案に多様性

の考え方を反映させていただくよう普及促進を行

うとともに、当課が所管しております第５次男女共

同参画プランの改定案にも多様性の視点を反映さ

せるように努めます。あわせて、多様性の理解を深

めるための研修会を開催します。 

 ２つ目は、多文化共生推進プランに基づいた各種

事業の実施についてです。外国人相談窓口に相談員

を配置し、転入者などに豊岡市で生活するために必

要な情報の提供を行うとともに、窓口での手続のサ
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ポートや困り事などの相談などを受け付けており

ます。５年目になりますが、多文化交流サロンにつ

いては、毎月１回、第２または第４土曜日に外国人

市民への生活オリエンテーションや多文化理解の

交流事業などをアイティ４階のＷＡＣＣＵ ＴＯ

ＹＯＯＫＡや各地区コミュニティセンターなどで

実施します。また、外国にルーツを持つ子どもの支

援のための研修を保健師や保育士などを対象に実

施するとともに、地域における外国人市民との交流

の一助となるよう、区長を対象にしたやさしい日本

語講座なども実施する予定としております。 

 市役所業務での多言語対応や日本語教室等の開

催については、市役所窓口に多言語映像通訳、多言

語音声翻訳の端末、タブレットなどを配置いたしま

して、外国人市民との会話をスムーズに行えるよう

引き続き対応します。また、外国人市民が生活のた

めに必要な日本語を学ぶ機会を増やすため、転入者

を対象にした無料の日本語教室を開催します。さら

に、希望された小・中学校に外国人支援団体などに

講師を依頼しまして、多文化共生出前授業を実施い

たします。 

 新規事業として、外国人市民の地域活動などへの

参画を促進する多文化交流事業をモデル的に実施

します。また、さきに述べた検討委員会において、

多文化共生推進プランの進行管理を行うこととし

ております。 

 続きまして、１７ページをご覧ください。ジェン

ダーギャップ解消の推進について説明いたします。 

 現況と課題です。固定的な性別役割分担を前提と

した仕組みや慣習が根強く残っているため、引き続

き市内事業所や地域、学校などの分野、対象ごとに

意識啓発を進めるとともに、女性のエンパワーメン

トを含む人材育成を行います。意識行動変容を伴う

ジェンダーギャップ解消の取組は、組織の体質改善

のような取組であり、長期的な取組が必要であると

考えております。 

 基本方針については、ワークイノベーション戦略

と２０２６年３月に策定したジェンダーギャップ

解消戦略後期計画に基づき、まち全体のジェンダー

ギャップ解消に向けた取組を進め、ジェンダーギャ

ップ解消の必要性を認識し、自分事として行動する

市民を増やしていくこととしています。 

 概要についてです。今年度の主な事業を２つ挙げ

ています。まず１つ目は、ワークイノベーション戦

略に基づいた市内事業所向けの取組です。ワークイ

ノベーション推進会議の会員事業所が現在１３２

社となっておりますが、会員事業所を中心に、経営

者の意識や行動改革を進め、あわせて、職場内に同

性の管理職が少なく孤立しやすい女性管理職向け

のセミナーを開催します。また、引き続き市内事業

所向けに従業員意識調査の実施サポートを行うと

ともに、ワークイノベーション表彰制度「あんしん

カンパニー２０２６」を実施し、先進事例の見える

化や事例の共有に取り組みます。 

 ２つ目です。地域、学校、女性などのジェンダー

ギャップ解消の取組です。市民の理解拡大と意識、

行動改革を促進するために、地域コミュニティや区

長会など対象別の研修会やワークショップを開催

します。新たな取組として、地域防災へのジェンダ

ー視点の促進と女性参画を進める取組を危機管理

課、地域づくり課と連携して進め、ジェンダー視点

を取り入れた地域防災パンフレットを作成します。 

 また、出版社を通じて、オリジナル絵本「みらい

へのつばさをひろげて」を出版し、絵本を市内の学

校園に配付して、授業や保育などで活用いただける

よう、ジェンダーや多様性を学べる環境を整備しま

す。あわせて、効果的な活用などについて、教職員

向けの研修会を実施します。 

 さらに、地域や事業所向けの意識啓発動画やオリ

ジナル漫画を活用して、理解浸透に向けた啓発を行

います。ジェンダーギャップ解消の取組による地域

の質的変化を定量化する指標策定に向けた共同研

究を独立行政法人男女共同参画機構と連携して実

施します。 

 最後になります。女性の経済的自立支援に向け、

引き続き、女性デジタルマーケティング人材の育成

とプログラミング人材の育成についても取り組み

ます。また、ＷＡＣＣＵ ＴＯＹＯＯＫＡ内のみら
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い応援Ｒｏｏｍでの各種相談事業を実施し、子育て

中の女性などの就労支援、起業支援などに取り組み

ます。 

 多様性推進・ジェンダーギャップ対策課からは以

上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、生活環境課、植田

課長、どうぞ。 

○生活環境課長（植田 孝志） 資料の１８ページを

ご覧ください。まず初めに、ごみの減量化事業につ

いてです。 

 現況と課題です。２０２５年度のごみ量実績は２

万３，６０９．６６トンであり、前年度比９７．８％

となっています。ごみ量の内訳では、前年度と比べ、

ごみステーションに出された家庭ごみは２００．７

４トンの減、クリーンパーク北但に直接搬入された

ごみは３４１．３６トンの減となっています。引き

続き、分別やプラスチックごみ削減等によるごみ減

量に関する市民、事業者の意識を高める取組を進め

ていきたいと考えています。 

 基本方針としては、環境負荷を低減させ、循環型

社会の構築に向けてさらなるごみの減量化、再資源

化を推進するとしています。 

 概要としては、６点挙げています。３Ｒ運動の推

進、燃やすごみに含まれる新聞等の古紙類の再生利

用促進、生ごみの水切り運動の展開、食品ロス対策

の推進、集団回収の促進、プラスチックごみ削減対

策の推進をすることとしております。 

 次に、１７ページをご覧ください。旧清掃センタ

ーの解体・撤去についてです。 

 概要ですが、北近畿豊岡自動車道整備事業に伴い

まして、旧豊岡清掃センターを解体、撤去を進めま

す。 

 内容です。まず、契約の状況ですが、解体工事に

つきましては、３月議会のほうで契約の締結の議決

をいただいておりますので、３月の２７日から始ま

って、来年１２月２４日までを工期としております。

契約金額につきましては、１４億４，７６０万円、

契約の相手方は、三井住友・川嶋特定建設工事共同

企業体となっています。 

 施工監理業務につきましては、履行期間を今年の

３月６日から２０２８年の１月２５日まで、契約金

額が２，０４４万９，０００円、契約の相手方は八

千代エンジニヤリング株式会社兵庫事務所となっ

ています。 

 なお、２０２６年度の出来高予定につきましては、

解体工事におきましては、出来高予定額が７億９，

５３０万円、施工監理につきましては１，１０９万

９，０００円となっています。 

 私からは以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、小崎参事、どうぞ。 

○生活環境課参事（小崎 新子） ２０ページをご覧

ください。消費者行政活性化事業についてご説明い

たします。 

 消費者トラブルの複雑化、多様化などにより、２

０２５年度の消費生活相談件数は過去最高の年間

７０８件となり、年々増えてきています。消費生活

センターでは、相談員３名で相談対応に当たってお

り、連日のように詐欺被害などに関する相談があり

ますが、相談者の不安な気持ちに寄り添い、適切な

対応を心がけているところです。 

 消費者被害の未然防止や拡大防止を図っていく

ために、相談員のさらなるレベルアップ等による相

談体制の強化や効果的な啓発事業に取り組んでい

きたいと考えております。 

 主な取組を概要に挙げております。そのうち、３

の消費者月間事業の開催は、５月の消費者月間に合

わせて、但馬の消費生活センター合同で５月３０日

に市民プラザにてイベント開催の予定です。５の中

学生への消費者トラブル防止啓発講座ですが、主に

１年生を対象にしておりますが、希望があれば、ほ

かの学年も対象に、インターネットに係るトラブル

の防止をテーマに実施します。６の市民啓発講座の

開催は、高齢者と関わりが深い民生委員や地域包括

支援センターの職員を対象に、地元の弁護士に講師

をお願いして開催予定としています。 

 生活環境課からは以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、出石地域振興課、

武縄課長、どうぞ。 



 17 

○出石振興局地域振興課長（武縄 真明） ２２ペー

ジをご覧ください。私からは、出石振興局の取組に

ついてご説明します。 

 現況と課題です。先人から受け継いできた出石地

域の歴史や文化を誇りに、伝建事業補助金を活用し

た歴史的な町並みの保存整備を進めます。また、県

指定文化財である出石永楽館での歌舞伎公演を行

い、伝統芸能の普及と観光誘客の取組を行います。 

 伝建事業補助金については、例年一定数の待機者

が生じていますが、国県の随伴予算の範囲内で順次、

事業を進捗しています。また、永楽館歌舞伎では、

昨年は映画「国宝」のロケ地効果もあり、チケット

を完売することができましたが、自主財源の負担が

大きいため、公演継続に係る財源の確保が課題とな

っております。 

 次に、基本方針です。伝統的建造物の修理工事費

等に対する補助事業を継続することにより、出石城

下町の歴史的な町並みを保存、活用していきます。

また、永楽館歌舞伎公演を開催し、観光をはじめと

した地域経済の振興と、「歌舞伎のまち」を出石の

新たなフレーズに加え、シビックプライドの醸成を

図ります。 

 最後に概要です。１の出石永楽館歌舞伎事業につ

いては、（１）事業内容、（２）開催期間、（３）

事業費は記載のとおりで、（４）事業主体は豊岡市、

永楽館歌舞伎実行委員会となっております。 

 ２の伝統的建造物群保存地区保存事業につきま

しては、（１）事業内容は、修理事業２件、修景事

業１件の計３件を予定しております。（２）事業費、

（３）補助率、（４）財源、（５）事業主体は、記

載のとおりです。 

 出石振興局からは以上となります。 

○委員長（芹澤 正志） 但東地域振興課、大岸課長、

どうぞ。 

○但東振興局地域振興課長（大岸 勝也） ２３ペー

ジをお開きください。 

 現況と課題、基本方針です。皆さんご存じのとお

り、豊岡市内では、但東地域が一番人口減少と少子

高齢化が進んでおります。そういった中で、「人口

が少なくても、状況に応じた快適な暮らしが出来る

まち」「地域のことが“ジブンゴト”になり、地域

に関わる人が増えている」を、この二本柱を基本に

しまして、様々な取組を進めてまいりたいと思って

おります。 

 概要です。１つ目です。但東振興局プロジェクト

です。但東地域における公共施設あり方方針策定事

業です。この事業につきましては、昨年度から開催

しております。人口減少に伴う利用者の減少が顕著

でありますので、但東町出合周辺にあります公共施

設を中心に検討を始めております。既に昨年度、高

橋、合橋、資母の３コミュニティでワークショップ

を実施して、ご意見をお聞かせいただいております。

今年度につきましては、そっちに書いておりますが、

アのワークショップの実施で、民生児童委員から移

住者グループ、子育て世代のワークショップ、それ

から中学校３年生を対象にしました出前授業によ

る意見聴取を５月下旬と６月上旬の２回開催させ

ていただく予定としております。その後に市民の検

討会議の実施ということで、ワークショップの意見

を基に但東地域の新たな公共施設の方針案を決定

させていただく予定としております。１０月頃には

大まかな案が出せるものと考えております。事業費

は１７０万円です。 

 ２つ目、日本・モンゴル民族博物館３０周年記念

特別展開催です。３０周年を機に、テレビアニメ「天

幕のジャードゥーガル」というのがこの７月からテ

レビアニメで放映をされます。これを記念いたしま

してコラボいたしまして、「天幕のジャードゥーガ

ル」から読み解く「モンゴル帝国の美しき女性たち」

展を開催させていただきたいと思っております。事

業費については６５０万円、事業主体は豊岡市です。 

 次ページ、２４ページにジャードゥーガルの若干

の説明をさせていただいております。 

 但東振興局からは以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 続いて、消防本部、中尾消

防本部参事。はい、どうぞ。 

○消防本部参事（中尾  浩） よろしくお願いしま

す。 
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 それでは、２５ページをお開きください。市民の

安心と安全を確保する消防行政の推進につきまし

てご説明をさせていただきます。 

 まず、現況と課題についてご説明いたします。１

の人財育成ですが、（１）の消防業務につきまして

は、各種災害に対応できる消防職員を育成するため、

訓練を通じて現場対応力と質の向上を図る必要が

あると考えております。 

 （２）の救急業務につきましては、質の高い救急

業務を提供するには、実習形式の研修で、救急隊員

の技術向上と隊内連携強化を図る実践的な教育が

必要であると考えております。 

 （３）の予防業務につきましては、立入検査や防

火対象物の消防訓練指導では、火災予防に関する専

門的な知識が求められるため、各種研修を実施し、

現場指導力の向上を図る必要があると考えており

ます。 

 次に、２の消防広報の発信力向上ですが、火災予

防等の注意喚起に加え、取り組んでいる各種活動の

情報発信を行うことで、他部局との連携を強化する

とともに、発信力の向上を図る必要があると考えて

おります。 

 続きまして、基本方針ですが、幅広い知識、技術

を備えた人財を育成し、現場対応力の質を高める、

また、消防本部の取組を積極的に発信し、広報の充

実を図ることといたします。 

 続いて、概要についてご説明をいたします。１の

人財育成につきましては、（１）といたしまして、

現場対応マニュアルに基づいた体系的かつ段階的

な訓練を計画的に実施し、部隊間の連携強化と現場

対応能力の向上を図り、組織全体の災害対応力を高

めることといたします。 

 （２）といたしまして、指導救急救命士の下、Ｏ

ＪＴを通じ、技術向上を図り、隊長候補を中心とし

た教育を実施する。また、救急隊員の教育体制とし

て、ウェブ学習システムの利用による教育を引き続

き実施し、現場対応能力の向上を図ることといたし

ます。 

 （３）といたしまして、専門的知識を有する職員

との各種検査への立会いを通じて、実践的な知識を

習得するとともに、研修で職員の知識を深め、予防

業務のレベル向上を図ることといたします。 

 次に、２の消防広報の発信力向上につきましては、

各署所に広報担当者を配置し、ＳＮＳ等を活用し、

消防本部の取組を積極的に発信することで、消防に

対する市民の理解を深める広報を継続的かつ効果

的に展開することといたします。 

 消防本部からは以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 当局の説明は終わり……。 

○地域づくり課参事（三宅  徹） 委員長、恐れ入

ります。 

○委員長（芹澤 正志） はい、どうぞ。 

○地域づくり課参事（三宅  徹） 先ほどの説明に

誤りがありましたので、１点訂正させていただきた

いのですが、よろしいでしょうか。 

○委員長（芹澤 正志） はい、どうぞ。 

○地域づくり課参事（三宅  徹） 恐れ入ります。

１５ページをもう一度ご覧いただけますでしょう

か。１５ページの空き家対策の推進の欄におきまし

て、その中で、概要欄の２の（４）番の古民家再生

促進支援事業補助金につきまして、私のほうが「２

分の１から４分の１の額を助成するもの」と今、説

明いたしました。これにつきまして誤りがありまし

て、３分の１を上限にしまして、豊岡市の補助金要

綱で定めた額を助成するとしておりますので、おわ

びして訂正いたします。大変失礼いたしました。 

○委員長（芹澤 正志） それでは、委員の皆さんか

ら質疑等があればお願いいたします。 

 青栁委員。 

○委員（青栁 順子） そしたら、２つお伺いしたい

んです。１つは、今、１５ページでご説明いただい

た空き家対策室について、これから研究しますとい

うことだったので、これからかなというふうに思い

つつ、概要を拝見すると、もう空き家になったとこ

ろの業務かなと。なので、空き家の除却と空き家の

利活用で、空き家って空き家になる前からの啓発が

多分非常に重要かなというふうに思うんですけれ

ども、その辺、取り組む予定はございますでしょう
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か。 

○委員長（芹澤 正志） 三宅参事。 

○地域づくり課参事（三宅  徹） 今、委員からご

指摘がございましたように、空き家になってから対

応するというのも一つの方法ではありますが、もち

ろんそれが不適切な管理になり、朽ちていくのを見

て対応することだけが市の対応策ではないと考え

ております。おっしゃるとおり、空き家になる前に

しっかり管理をするとか、あるいは連絡先を確認す

るとか、そういったことも我々空き家対策室の業務

だと捉えておりますので、その辺りの啓発も、どう

いったことを行うべきか、あるいはどのように行う

べきかということは、しっかりこれから考えてまい

りたいと思います。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 青栁委員。 

○委員（青栁 順子） ありがとうございます。昨年

度、但東振興局さんが空き家になる前にみたいな冊

子を作られてたりとかっていうこともあったかな

というふうに思いますので、その辺もしっかり連携

取りながらやっていただけたらいいかなとも思い

ます。 

 もう１個は、すごくくだらなくて大変恐縮なんで

すけれども、２３ページの但東振興局さんの取組の

但東振興局プロジェクト、公共施設のあり方方針を

これから、昨年度と今年度とされるという中で、但

東地域の公共施設についていろいろと会議をなさ

るということではあるんですけれども、但東庁舎周

辺の公共施設の在り方を最終的にはやっていく、但

東地域なのか、但東庁舎の周辺なのか、すみません、

ちょっと細かいんですけれども、その辺の確認をと

思いまして、はい、お願いします。 

○委員長（芹澤 正志） 大岸課長。 

○但東振興局地域振興課長（大岸 勝也） 但東地域

の中心、庁舎、健康福祉センター、中央体育館を中

心として、同時並行で小中一貫校のお話が上がって

おりますので、そういったところも入れさせていた

だいて、中央体育館のほうが資母体育館との統合と

いう話になりますので、但東町の中山にありますけ

ど、資母体育館も若干話の中に入れていこうかなと、

そういう感じで今進んでおります。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 青栁委員。 

○委員（青栁 順子） ありがとうございます。中心

としながら、周辺部もというような意味、はい、分

かりました。ありがとうございます。 

○委員長（芹澤 正志） そのほか。 

 はい、どうぞ。 

○委員（米田 達也） ２点お伺いいたします。 

 地域コミュニティの推進というところで、３月の

質問のとこで区長会、行政区との連携を図ってって

いう、何か新たなことが市長総括説明にあって、僕

が代表質問でさせてもらったかと思うんですけど、

それはこの地域コミュニティの推進のどこに反映

されてるのかがちょっと見てとりにくくて、あるい

は、それがまた、まだその計画というか、今後のこ

となので記載がされてないのかということをちょ

っとお伺いしたい。 

 もう１点は、ジェンダーギャップについてなんで

すけれども、外国人市民も活躍できる多文化共生の

推進という、この文字だけ見ると、外国人をどんど

ん受入れを進めようという、受け入れるというか、

豊岡に来てくれる外国人を住みやすい豊岡だとい

うふうに受け入れようというふうに意味では取れ

るんですけど、豊岡市としてはどれぐらいの外国人

の方が人口バランス的にというか、豊岡で活躍をし

てもらえるというか、数字的なものを持っておられ

るのか、ちょっとお伺いできたらなと。じゃあ、お

願いします。 

○委員長（芹澤 正志） 宮田課長。 

○地域づくり課長（宮田 裕史） ご質問いただきま

してありがとうございます。 

 委員ご指摘のとおり、確かにこの事業概要のほう

にコミュニティ組織の関係が中心になってるとい

う点は否めないものかと思っております。私どもと

いたしましても、これまでから行政区でできなくな

ったことを次のコミュニティの集まりであります

コミュニティ組織でやっていこうというふうなこ

とは言っておったんですけども、十分行政区の実態

を把握していたわけではなく、お困りの行政区があ
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るんだなというようなことを少し推測するという

か、実態は認識はしておりますけども、十分把握し

ておりませんでしたので、改めてこの４月から所管

させていただくことになりましたので、地域の皆さ

ん、行政区も含めて、今後はしっかりと状況をまず

把握させていただくことから、そして、その中でコ

ミュニティ組織としてどのような形で協働ができ

るのか、役割分担ができるのか、また、やはりそこ

の部分は行政がするべきなのかという部分も含め

て整理を図っていきたいなということで、まずは現

状把握に努めていけたらなというふうに思ってお

ります。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 原田課長。 

○多様性推進・ジェンダーギャップ対策課長（原田紀

代美） 多文化に関しましてですけれども、まず、

数字的なものとしましては、外国人市民の国籍で見

ていきますと、ベトナムが約３割を占めていまして、

フィリピンが１７．８％、中国が１０．６％という

構成になっております。最近はインドネシア、ミャ

ンマーなども多くなっております。在留資格別で見

ますと、技能実習が２９．６％と一番高くなってお

りまして、次いで特定技能１号、そして永住者、技

術・人文知識・国際業務と続いております。 

 実際に、市内の居住状況を見てみますと、地域別

では、外国人市民の４割以上が豊岡地域に住んでい

らっしゃるんですけれども、地域別で見ますと、外

国人比率は城崎が約１０％、次いで、但東が２．２

８％という状況になっています。地区別で見ますと、

城崎、五荘、日高、豊岡の順となっております。 

 実際に、地域の中で働いていただいている方は、

たくさんいらっしゃるのですけれども、家と職場の

往復になっていたり、地域との接点が少ないという

こともございますので、今後、企業さんとも連携を

しながら、地域の中で交流ができるような、地域の

一員として活動に参画していただけるような取組

も併せて進めていきたいと考えております。 

 数値目標につきましては、暮らしやすいと感じて

いる外国人市民の割合というものを第２次多文化

共生推進プランで掲げています。２０２５年度の調

査では、７７．３％という結果でしたので、５年後

の２０３０年度に目標８５％を目指しております。 

 豊岡市における外国人の方の受入れに関する人

口バランス的な数字は、持っておりません。 

○委員長（芹澤 正志） 米田委員。 

○委員（米田 達也） じゃあ、豊岡に来てくださる

方は受け入れるっていうことはいいと思うんです。

豊岡の今の現況を鑑みるに、技能実習生とか労働力

としての来日というか受入れっていうのは大きく

豊岡の経済発展にも寄与してくれることだとは思

ってるんですけども、一方で、日本各地の外国人住

民が急増した地域では、そういうバランスが崩れて

しまうというようなこともあったりする中で、だか

ら、そうやって外国人の方がどれぐらい豊岡市に来

てもらったら、皆さんが、当局が思い描いておられ

る多様性、リベラルと多様性を受け入れられ、支え

合うまちづくり、リベラルな気風がまちに満ちてい

るっていうもんが醸成されるんかっていうのを聞

きたかったんですけど、恐らく、多分その数字がど

うこうっていうのは持っとられないとは思うんで

すけど、まあまあ、ちょっと今後、そういったこと

も、どういったことがあれば豊岡が、この掲げてお

られるキャッチフレーズに即したものになるのか

っていうのは、ちょっと僕は以前からすごい興味が

ありまして、具体的にそういうもんが示していただ

けるんであれば、ぜひ教えていただきたいなと思っ

ておりますんで、また今後検討していただけたらな

と思います。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

 須山委員。 

○委員（須山 泰一） 今の関わりで１点。というこ

とは、城崎は、さっき、豊岡住みが多いけど、城崎

が１０％言われて、但東は２．２％って言われた。

城崎は１０人に１人がもう外国人がおられるとい

うことなんですね。理解しました。市全体では６０

人に１人で、城崎はもう１０人に１人、外国人なん

だなと思いました。 

 外国人が日本に来て、厳しい労働条件とかひどい
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条件、よく報道されてるんで、そういうことがない

ように多文化共生、多様性、大事なことだなと思っ

ております。 

 質問は、消費者センター、消費者相談のほうです

けど、過去最高でね、相談があったっていうことで

すけど、人口減少しとる中でトラブルが過去最高と

いうのは、どういう内容なんか教えてください。 

○委員長（芹澤 正志） 小崎参事。 

○生活環境課参事（小崎 新子） 内容で多いのは、

最近は自動音声による不審な電話がかかってきて

いますっていうことに対する不安に思われた方か

らのご相談が多くなってるかなと思います。 

 相談が増えてきているというのは、そういった被

害も増えてきているっていうのもありますし、こち

らとしては、消費者センターの知名度が上がってき

たということもそれに反映してるのかなというふ

うに感じています。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 須山委員。 

○委員（須山 泰一） ありがとうございます。 

 もう１点、別のことですけども、地域づくりのコ

ミュニティのところですけど、概要でね、コミュニ

ティ財政支援、組織への財政支援ということ、１番

に出てますけど、これ、ちょくちょくね、コミュニ

ティの方から、今の物価高騰に対しての上乗せの措

置を求める声はよく聞いております。議会なんかで

もこういう質問とかあって、答えられてると思うん

ですけども、今後も物価高騰、大変だと思うんです

けど、これどうでしょう、人件費だとか、それから

活動費、コミュニティの行事に対して、費用をちゃ

んと上乗せされてるんでしたでしょうか。教えてく

ださい。 

○委員長（芹澤 正志） 宮田課長。 

○地域づくり課長（宮田 裕史） ありがとうござい

ます。こちらコミュニティづくり交付金ということ

で、コミュニティが組織が立ち上がったときから人

口割並びに均等割等で交付させていただいており

ます。こちら、委員がご指摘のとおり、人件費がこ

の９年間で上がってはきておりますけれども、こち

らの交付金につきましては、大きな見直しというの

はそんなにできてないという状況はあろうかと思

っております。 

 ただ、一方で、地域コミュニティ組織の皆様にお

かれましても、私どもといたしましても、やはり市

からの交付金に頼るのではなくて、自主財源の獲得

などということも課題であるということでお伝え

はさせていただいております。ただ、なかなかそう

いった自主財源というのも獲得は難しいというこ

とも承知はいたしておりますが、委員ご指摘のとお

り、近年、最低賃金等の上昇に伴いまして、人件費

の負担が大きくなってるということは事実でござ

いますので、上げるという方向での議論ではござい

ませんが、しっかり頑張っておられる組織におきま

しては大変だということも聞いておりますので、交

付金の在り方としてどうあるべきがいいのかって

いうところにつきましては、今年度のビジョンの改

定の中で併せて見直しを図っていきたいというふ

うに考えてるところでございます。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 須山委員。 

○委員（須山 泰一） ありがとうございました。 

○委員長（芹澤 正志） よろしいですか。 

○副委員長（太田 智博） はい、どうぞ。 

○委員長（芹澤 正志） 消防本部なんですけども、

ここには概要としては上がってないんですけども、

近年の全国的に野焼きからの火災の発生が非常に

多くなってきて、最近でも豊岡市でもありましたけ

ども、野焼きに対する定義とか罰則とかそういうも

のと、また、今後の予防に対してどういうお考えな

のかっていうのを簡単でいいので、今分かる程度で

ご説明いただければと思います。 

 はい、どうぞ。 

○消防本部参事（井上 光彦） よろしくお願いしま

す。 

 野焼きに対する定義なんですけれども、地面、地

盤面におきまして、何かしらの燃焼器具、こちらを

使用した場合、そうでなく、地盤面においてそのま

ま地面で焼却される行為、ここで違いが出てくるの

ですけども、まず、一般的には、野焼きの定義は、

部分的にそこで焼却をされた場合、地面で焼却をさ



 22 

れた場合、これが野焼きとなっております。 

 なお、罰則につきましては、消防法に関しまして

は、火災警報もしくは林野火災警報、こちらが発令

されている場合、火の使用制限をかけさせていただ

くのですけれども、林野火災警報の場合も火災警報

の場合も、その火の使用制限、行為に対する罰則は

消防法でございます。そのほかにつきましてはござ

いません。 

 なお、予防につきましては、こちら何かしらの乾

燥注意報、それから林野火災注意報、林野火災警報、

こちらが発令された場合にありましては、消防車で

の巡回、広報、パトロール、そのほか、必要な各焼

却行為者に対する、その焼却行為をやめていただく

ような指導をかけさせていただくような、そういっ

た予防を取る必要があると考え、そのように動いて

おります。以上です。 

○副委員長（太田 智博） 芹澤委員長。 

○委員長（芹澤 正志） 防災行政無線なんかでも注

意喚起されてますけども、野焼きを何度も繰り返さ

れる方もちょくちょくおられるそうで、各地域に何

か１人、２人いらっしゃるそうで、やはりその辺も

直接指導っていうか、そういうものも強化していた

だいて、本当に、たまたま風がないから小さく収ま

ってることが多いと思うんですけども、これ強風の

ときに本当に大変な延焼につながるので、そこんと

ころをもう少し厳しく、何とか予防に努めていただ

ければと思います。 

 はい、どうぞ。 

○消防本部参事（井上 光彦） 先ほど質問がありま

した、現在ですけれども、防災行政無線、こちらを

使いまして、野焼き、火入れ、そういったことにつ

きましては、控えていただくよう、もしくはされな

いでいただきたいというような広報で市民の方へ

は周知する予定でございます。（「そうだよな」と

呼ぶ者あり） 

 なお、ほかには、ＳＮＳ、それから消防本部のホ

ームページ、また、ＬＩＮＥ等を活用しながら、広

報を拡充させていただくように考えております。実

際動いております。 

 なお、強風下の火災が、先ほどご指摘ございまし

たとおり、非常に多くありますので、強風下におけ

る火災予防につきましては、先ほど言っていただき

ました現地への直接指導、こちらを行っております。

また、行うように進めてまいりたいと考えておりま

す。以上です。 

○副委員長（太田 智博） 芹澤委員。 

○委員長（芹澤 正志） すみません、長くなって恐

縮なんですけども、そもそも野焼きっていうのは、

基本は駄目なんですよね。 

○消防本部参事（井上 光彦） はい。 

○委員長（芹澤 正志） そこんところの曖昧さが非

常に市民も、よう分からんから、このぐらいだった

ら大丈夫だろうみたいな、そこをもう少しはっきり

とさせてもらえるということ、できないんでしょう

か。 

○副委員長（太田 智博） 井上参事。 

○消防本部参事（井上 光彦） 私たち消防本部とし

ましても、ふだんの気象状況に応じた対応が必要と

考えておりますので、例えば、今日も乾燥注意報が

発表されているのですけれども、その場合について

は、常にパトロールを行いまして、この野焼きにつ

きましては駄目ですというふうなことも申し上げ

てはいるのですけれども、若干、はい、私たちの所

管部分とそうでないところもございますので、非常

に難しいところではありますけれども。 

○副委員長（太田 智博） 芹澤委員。 

○委員長（芹澤 正志） そこが困るんですよ。 

 はい、どうぞ、植田課長。 

○生活環境課長（植田 孝志） 野焼きにつきまして

は、廃棄物処理法の中で、原則禁止されております。

罰則としましては、５年以下の懲役もしくは１，０

００万円以下の罰金というのが、廃棄物処理法の中

では決められています。 

 焼却の中でも例外っていうのがあって、なかなか

これ難しいんですけども、例えば、農業だとか林業

とか、そういったものを営まれている方で、どうし

ても業務上やらなければいけない場合であったり、

あとは風俗習慣、いわゆる宗教行事、どんど焼きだ
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ったり、お焚き上げだったり、そういった場合には

例外として認められてはおるんですけども、なかな

か実際、日常生活の中でやられてる分と、それが例

外になるのかっていう部分につきましては、なかな

かはっきりすみ分けっていうのが難しい部分もあ

りますし、例えば、こういった例外に該当する場合

であったとしても、苦情が寄せられたり、生活環境

に支障が出る場合は、やはりこちらとしても指導と

かその辺りはしていかなければいけないのかなと

いうふうには感じます。以上です。 

○副委員長（太田 智博） 委員長。 

○委員長（芹澤 正志） ありがとうございます。大

変難しい部分もあると思いますけども、何とぞ、少

し野焼きで火災っていうのが収まってくるように、

それぞれの立場でしっかりと周知等よろしくお願

いしたいと思います。以上です。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 それでは、ないようですので、これで後半の部を

終了いたします。 

 ここで、委員の皆さん、当局の皆さんから、何か

ありましたらご発言、何もなかったら、原田部長、

よろしいですか。 

○危機管理部長（原田 泰三） はい、ございません。 

○委員長（芹澤 正志） 何もございませんか。 

 それでは、当局の皆様はご退席いただいて結構で

す。お疲れさまでした。 

 続けていきたいと思います。 

 それでは、２の委員会の重点調査事項について、

これを議題といたします。 

 ３ページにこれまでの重点調査事項のまま、今年

度の案としております。こちらをベースに、本日の

事務概要の説明を踏まえた上でご協議をいただき

たいと思います。 

 この件について、何かご意見はございますでしょ

うか。 

 はい、事務局どうぞ。 

○事務局主幹（山本 雅彦） すみません、失礼いた

します。 

 この４月から委員会条例が変わりまして、委員会

の所管が少し変わっております。以前、文教民生委

員会の重点調査事項になってましたのが環境衛生

について、交通安全・防犯対策について、もう一つ、

建設経済の重点事項になってましたのが老朽危険

空き家対策についてで、ただ、今現在の総務委員会

の所管重点事項の中にもこれは含まれてるってい

う捉え方もできるとは思うんですけれども、この辺

りのことをまた改めて重点事項として上げるのか、

それともこれは含まれてるものとしてそのままい

くのかといったところが、ちょっと検討していただ

けたらありがたいです。以上です。 

○委員長（芹澤 正志） 暫時休憩します。 

午前１１時３３分休憩 

──────────────────── 

午前１１時３６分再開 

○委員長（芹澤 正志） では、委員会を再開いたし

ます。 

 ただいま事務局から提案のありました文教民生

委員会と建設経済委員会の重点調査事項から削除

されてる件につきましては、既に今の総務委員会の

重点調査事項に内容としては含まれてるというこ

とで、あえてここでは追加しないということでよろ

しいでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（芹澤 正志） では、ご異議がないようで

すので、重点調査事項については以上のように決定

しました。 

 続いて、５のその他に入ります。 

 その他、委員の皆さんから何かあればお願いいた

します。 

 なければ、以上をもちまして総務委員会を閉会い

たします。お疲れさまでした。 

午前１１時４０分閉会 

──────────────────── 
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経営企画課 

 

民間事業者等との連携推進 

 

（現況と課題） 

多様化する地域課題は、行政だけでは解決することが難しいため、民間の柔軟な

発想やアイデアなどを取り入れ、民間と行政双方のリソースを活かして、新たな価

値を創出し、解決する必要がある。 

（基本方針） 

 様々な地域課題に未来志向で向き合い、課題解決に向けて民間の柔軟な発想やア

イデア、新たな技術などを取り入れるため、企業や団体、大学などと連携・協働し、

新しい価値の創造を目指す。 

（概要） 

１ 民間事業者等からの共創事業に関する提案受付と共創の推進 

2025 年１月から開始した民間事業者からの共創事業提案制度等を活用し、地

域の課題解決に向けた民間事業者との対話を通じて課題解決につなげる。 

また、専門家のアドバイスを得ながら、地域課題の提案手法や課題の言語化に

努め、共創事業実現に向けた企業との対話を促進する。 

２ 官民共創の風土醸成 

豊岡市における官民共創の風土を醸成するため、市職員及び市内企業向けのセ

ミナー及びワークショップを実施する。 
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経営企画課 交通政策室 

 

空港の利用促進と利便性の向上 

 

（現況と課題） 

 コウノトリ但馬空港は、但馬の空の玄関口として豊岡市を含め、但馬地域の活性

化に大きく寄与してきた。 

 2025 年度の利用者数は 40,021 人となり、コロナ禍前の 2019 年以来、６年ぶりに

４万人を突破した。 

利用率は 67.3％となり、地元が目指す「ターゲット 70（ななまる）」の達成には

わずかに届かないものの、2018 年に就航した 48 人乗りの ATR 機導入以来、過去最

高を記録した。 

一方で、降雪などの但馬特有の気候に加え、機体の整備等に係る欠航が多く発生

しており、2025 年度の就航率は過去２番目に低い 84.9％となった。利用増進を図る

上で、安定運航は必須の条件であり運行会社と共に改善策を検討する必要がある。 

（基本方針） 

 継続した利用拡大を図り、地方創生の更なる推進に必要不可欠な「大交流」を実

現するため、但馬地域と首都圏を空路で結ぶ東京直行便の開設に取り組む。 

 需要を明確に示すため、但馬－伊丹路線の年間目標利用率を 70％とするプロジェ

クト「ターゲット 70」に引き続き積極的に取り組む。 

（概要） 

１ 運賃助成や小学校社会見学事業による利用の促進 

２ 日本航空、旅行代理店等との協働による旅行商品等の造成 

３ 関係機関・団体と連携した東京直行便開設へ向けた取り組みの実施 

４ 他団体や航空会社と連携したＰＲ活動、利用促進策の実施 
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経営企画課 交通政策室 

 

バス交通の充実と利用促進 

 

（現況と課題） 

地域交通の基盤となるバス交通は、自家用車の普及や域内人口の減少等により利

用者数が年々減少、加えて深刻なドライバー不足により大変厳しい環境にある。利

用者側、供給側双方の課題が深刻化する中、現状のバス交通体系では、市民の移動

需要を支えることが困難な状況にあることから、地域の実情に即した利便性と持続

可能性を兼ね備えた実効性のある仕組みへの転換、見直しが必要である。 

路線バスについては、今後も継続して国県と協調した運行補助等により、主要路

線の維持に努めつつ、運行事業者とともに、将来を見据えた路線再編に取り組む。 

路線バスの代替交通として運行する市営バス「イナカー」については、市内４路

線で運行している。 

地域主体交通「チクタク」については、今年度も４地区（出石２、但東２）で運

行し、地区内の移動制約者の日常生活を支える。 

また、竹野地域においては、路線バスと市営バスを総合的に再編し、バス型日本

版ライドシェアにより「予約型乗合交通」の運行を 2025年 10月に開始した。 

引き続き、地域と協働した「共助交通」を推進することで、持続可能なバス交通

ネットワークの整備に努めていく。 

（基本方針） 

 市民の移動需要を支えることを基本理念とし、地域の実情に応じた積極的で、抜

本的な見直し、転換を図ることで持続可能なバス交通体系とネットワークの構築を

目指す。 

（概要） 

１ 主要バス路線の維持を図るため、国県と協調した運行補助等を実施 

２ 地域の実情に応じた交通体系とネットワークの構築 

３ 市街地循環バス「コバス」、市営バス「イナカー」、地域主体交通「チクタク」

の適切な運行および運行支援 

４ 運行事業者、地域と協働したモビリティ・マネジメントおよびバス利用の機運

醸成を図るイベントなどの実施 
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経営企画課 交通政策室 

 

鉄道交通の利用促進 

 

（現況と課題） 

通勤、通学、通院など市民の日常生活、観光・ビジネスなど交流人口の拡大、災

害時のバックアップ機能の確保という観点から鉄道交通は必要不可欠な社会基盤で

あり、維持確保していかなければならない。しかしながら、自家用車の普及や沿線

人口の減少等により利用者は年々減少傾向にあり、鉄道交通を取り巻く環境は厳し

さを増している。 

このような状況の中、西日本旅客鉄道株式会社（JR西日本）は大量輸送機関とし

て鉄道の特性を発揮できていないとする線区の輸送密度と経営状況を公表し、地域

のまちづくりに合わせた最適な地域交通体系を共に創りあげていく必要があるとの

課題を提起した。 

JR西日本の発表を受け、路線ごとに現状と課題を踏まえた利用促進策の方向性が

取りまとめられ、関係者がそれぞれの立場で利用促進策に取り組んでいる。 

京都丹後鉄道では、維持活性化を図るため、2015年４月から運行部分（WILLER 

TRAINS㈱）と施設部分（北近畿タンゴ鉄道㈱）を異なる主体が担う「上下分離方式」

が導入され、沿線府県市町が連携し、持続可能な運営に努めている。 

なお、上下分離方式による運行の継続に向け、運行管理事業者と施設管理事業者

との間で契約期間の終期を2034年度末まで延長することが合意され、2025年３月27

日に変更契約が締結された。 

（基本方針） 

 市民の日常生活を守るとともに、観光・ビジネス等による交流人口の拡大、災害

時のバックアップ機能を確保するため、沿線自治体と連携し、実効性のある利用促

進策の実施、利用者の利便性向上対策と運営支援を行う。 

（概要及び進捗状況） 

１ JR山陰本線の維持存続に向けた取り組みの実施 

 ⑴ 維持存続に向けた機運醸成と利用促進策の実施 

 ⑵ 要望活動の実施 

２ 京都丹後鉄道の運行支援 

 ⑴ 沿線自治体と連携した利用促進策の実施 

 ⑵ 施設整備、運営にかかる支援 
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ＤＸ・行財政改革推進課 

 

ＤＸ及び行財政改革の推進 

 

（現況と課題） 

本市のこれまでの行財政運営においては、市が主体となって、また、市民の意見

を十分に反映できず、公共サービスを提供することが一般的であった。その結果、

サービス内容が社会情勢の変化に対応しきれないなどの課題が生じている。 

また、多額の支出を要する各種負担金・出資金・繰出金、福祉サービスやデジタ

ル基盤などの経営課題や、効果測定を的確に行うための行政評価について、行財政

改革視点でアプローチを強化する必要がある。 

（基本方針） 

第５次豊岡市行財政改革大綱（2024～2028年度）のめざす姿「限られた資本と多

様性を活かし、市民の視点で公共サービスが持続可能な状態で提供されている」を

実現するため次の取組みを進める。 

（概要） 

１ デジタルと対面による市民共創を見据えた広聴（継続） 

 市の課題や施策に対する市民の意見を広く集めるため、市民がいつでもどこ

でも自由に意見投稿や対話が可能なオンラインプラットフォーム「シビックと

よおか」を運用するとともに、各地で対話型ワークショップ「ちいき×エール」

を開催する。デジタルと対面を組み合わせた新たな広聴方法を用いて、人と地

域に寄り添う市政を推進する。 

 ⑴ オンラインプラットフォーム「シビックとよおか」 

   2025 年 11 月に運用開始。2026 年３月末時点での登録者数は 768 人、市民に

とって身近な課題や関心事をテーマに取り扱い、いただいた意見を政策等に活

かして市民共創の取り組みを進める。 

 ⑵ オフラインイベント「ちいき×エール」 

   2025 年度は試行的に日高（参加者数 25 名）と但東（参加者数 51 名）で実

施。2026 年度は旧町を中心に５回程度の開催を予定。旧豊岡市内の対話は豊岡

スマートコミュニティ推進機構の「みんな×エール」事業も活用する。 

２ オンライン申請の拡充（継続） 

  いつでもどこでも手続きができる「来庁の負担がない窓口」を実現するため、

課室ごとの計画を基に 2028 年度末までに「手続き等のオンライン化率 100％

（法令制約のあるものを除く）」を目指す。 

３ 生成ＡＩの業務利用拡大（継続） 

  生成ＡＩを問合せ対応や資料作成など多様な業務に活用し、業務効率とサービ

ス品質の向上を図るとともに、定期研修やマニュアル整備により活用の定着を
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目指す。 

４ ＤＸ推進体制の構築（新規） 

2027 年度から全庁的にＤＸ推進体制を確立することを目標に、2025 年度に引

き続き、健康福祉部をモデルケースとして体制づくりを進める。内容は、部内各

係の業務課題の把握と改善、デジタルツール活用を中心とした勉強会や個別案件

への技術支援など、ＤＸ推進担当者の活動を全面的に支援する。 

この取組みで得られた知見や手法を 2026 年度後半から体系化し、部局ごとに

業務改善を進められる組織体制づくりを目指す。 

５ Xmeeting の実施（継続） 

  若手職員による「全庁的な業務改革」と同時に変革を牽引する「ＤＸ人材の育

成」を目的に本プロジェクトに取り組む。2026 年度は①次期人材育成計画への

提言、②働きやすさと働きがいの両立職場環境の構築、③多様性と自律性を促

す服装ガイドライン刷新の３テーマに取り組む。単なるアイデア創出に留まら

ず、データに基づく現状分析や庁内を巻き込んだ施策立案を実践する。 

６ 地域内配送の検討・実証（継続） 

  日本郵便㈱、兵庫県等と連携し、但東地域で市民と共に持続可能な地域内配送

手法の構築を目指す。2025 年度の実証結果を踏まえ、地域との合意形成や運行

体制・制度面の整理を進める。併せて、貨客混載の可能性の検討にも取り組む。 

７ 但東地域へのキオスク端末の導入（新規） 

  「住み続けられる地域づくり」を目指す但東クロスプロジェクトの一環で、但

東地域の主要商業施設に公的証明書交付サービスが受けられるキオスク端末を

設置し、より便利に行政サービスを利用できる環境を整える。 

８ 働きやすい、働きがいのある市役所プロジェクトの推進（継続） 

2025 年度は、経営層である管理職向けのマネジメント研修（２回編成）を実

施し、主に部下との円滑なコミュニケーションのための気づきとアクションを促

し、学び続けることの重要性を学んだ。 

2026 年度は、同様の取組みを継続するとともに、「職員の声」や職場ヒアリン

グ等を踏まえた研修、具体的な事業・業務の見直し及び改善、組織の在り方の検

討など、働きやすい、働きがいのある組織風土に向けた取組みを進める。 
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ＤＸ・行財政改革推進課 

 

自治体情報システム標準化 

 

（現況と課題） 

住民記録ほか20業務システムの標準化は、「地方公共団体情報システムの標準化

に関する法律」において、「住民の利便性の向上及び地方公共団体の行政運営の効

率化に寄与することを旨として、行われなければならない。」とされている。 

また、20業務システムは、2025年度までにガバメントクラウド上に構築された標

準準拠システムに移行することとされていた。 

しかし、全自治体が一斉に標準化システムへの移行を求められたため、主として

システムベンダーの対応がネックになり、やむを得ない場合には移行期限を概ね５

年延長するよう、基本方針が改定された。 

本市においては、住記、税等主要業務を保守している事業者からの遅延申入れに

より、2025年度には３業務について移行作業を行うこととし、残り17業務について

は、2028年度までの移行を目指すこととしている。 

（基本方針） 

2028 年度までに 20 業務システムをガバメントクラウド上の標準準拠システムに

移行する。 

（概要） 

１ 主な事業 

⑴ 標準仕様と現行業務（機能）との差異（Fit＆Gap）分析 

⑵ ガバメントクラウド接続のためのネットワーク等環境構築 

⑶ 標準準拠システムへの移行(データ移行、業務フローの変更など） 

⑷ 連携システムの改修（データ連携等） 

⑸ 文字の標準化(現行外字と新たな文字情報基盤文字との紐づけ) 

２ 事業期間 

 2023 年度～2028 年度 

３ 2026 年度予算 

 ⑴ ガバメントクラウド運用管理領域の構築及び運用保守 
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財政課 

 

財政健全化の推進 

 

（現況と課題） 

 社会保障関係経費や人件費等の経常的経費が増加するなか、2026 年度予算は市

民の日々の暮らしを着実に支え続けることを念頭に、子どもの医療費助成の拡充、

保育料の軽減、小学校給食費の無償化、稼ぐ力強化総合支援、脱炭素先行地域推進

事業など「子育て」と「経済」に力を入れつつ、後年度の行財政運営に配慮した編

成とした。 

 主要な歳入である市税は、2025 年度当初予算と比較して、個人市民税、法人市

民税、固定資産税の増額を見込み、市税全体で２億 978 万円増の 99 億 3,970 万３

千円としている。 

 地方交付税のうち普通交付税は、市税の増収による基準財政収入額の増加により、

３億円減の 149億円、特別交付税は除排雪経費の増加を見込み１億２千万円増の 23

億 2,000 万円としている。 

 ふるさと納税は、2025 年度に引き続き好調に推移すると見込み、１億 8,880 万

円増の 17 億円としている。 

 2026 年度末の一般会計の市債残高見込みは約 325 億円（市民１人当たり 442 千

円）で年々減少しているが、自主財源比率は 38.7％と見込まれており、依然とし

て厳しい財政状況である。また、2026 年度の実質公債費比率は 13.0％と見込まれ、

近年は減少（改善）しているものの、依然として高い水準で推移しており、今後も

市債発行額の抑制に努め、加えて繰上償還の検討を進めるなど将来世代への負担を

考慮した慎重な財政運営が必要である。 

（基本方針） 

経常的経費の抑制、公共施設マネジメント、ＤＸの推進や第５次行財政改革の実

行に取組み、不安定なふるさと納税だけに頼ることなく、持続可能な行政サービス

に向けた財務体質の確立を図る。 

（概要） 

１ 長期財政見通しに基づく財政運営 

  将来予測の的確な把握に努め、持続可能な行財政運営により、市民の日々の暮

らしを着実に支え続ける。また、財政情報等について分かりやすい表現に努め、

公開する。 

２ 関係団体を含めた財政健全化への対応等 

  市全体の財政健全化のため、公営企業や第三セクターに係る経営状況の把握に

努める。 
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３ 自主財源の確保 

  債権管理マニュアルの担当職員への周知・徹底を図り、債権の適時適切な管理

を行うとともに、徴収面の強化に努める。 

４ 受益者負担の適正化 

  使用料及び手数料等について、施設の維持経費を原価とみなして計算し、適正

な料金設定であるかという観点で検証を行い、2025年度は13項目の使用料及び16

項目の手数料の見直しを行った。今後は各課が自主的に見直しをすることとなる

が、進捗状況の把握に努める。 
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資産活用課 

 

公共施設マネジメントの推進 

 

（現況と課題） 

市が保有する公共施設の老朽化が進み、更新時期を迎えようとしている。人口減

少も見据え将来世代の財政負担を考慮した上で、最適な施設サービスの提供に向け、

公共施設保有量の最適化（総量縮減）を図ることが必要となっている。 

市では、2014年度から公共施設マネジメントに着手し、2016年度に「豊岡市公共

施設等総合管理計画」及び「第１期豊岡市公共施設再編計画」を策定した。 

2020年度から2021年度には、すべての公共施設の「個別施設計画」を策定し、ま

た市民の方と議論する場として、地域デザイン懇談会を開催し、その議論の内容を

「地域デザインプラン」として取りまとめを行った。 

2025年度には、計画的な保全等による長寿命化にあわせ、30年間で延床面積を

37％削減することを目標とした「第２期豊岡市公共施設再編計画」を策定した。 

持続可能な行財政運営を行うため、市民理解を得ながら、着実に公共施設マネジ

メントを推進する必要がある。 

（基本方針） 

 公共施設再編計画に定めた方向性や個別施設計画に記載した具体的な対策内容等

を踏まえ、更新・長寿命化・統廃合等を計画的に行うことにより財政負担の軽減・

平準化を図るとともに、未利用の公有財産の売却・貸付等有効活用を図り、独自財

源の確保に努める。 

（概要） 

１ 公共施設等マネジメント推進委員会の運営 

公共施設再編計画に基づき、施設の複合化（多機能化）、長寿命化、効果的管

理運営等を検討し、地域に必要な機能を可能な限り維持しつつ、施設保有量の最

適化を推進する。 

２ 学校跡地の利活用 

廃校となる学校跡地について、市や公共的団体により使用しない場合は、地域

の意向・ニーズにも可能な限り配慮しつつ、民間事業者等への売却や有償貸付等

による利活用を推進する。 

３ 未利用施設等の処分及び利活用 

未利用施設等の活用方針に基づき、既存の未利用土地・建物、また今後未利用

となる土地・建物の計画的な売却や有償貸付等による利活用を推進する。 

４ 行政財産の占用使用に伴う実費負担の検討 

行政財産の建物を占用使用する者の、適正な実費負担のあり方を検討する。 
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人事課 

 

人材確保と人材育成 

 

（現況と課題） 

人材を最大限に活用しながら持続可能な行政サービスを提供していくために

は、本市行政の将来を担う職員の計画的な採用・育成が重要となる。 

人材確保については、特に専門職の受験者の確保が厳しい状況にあり、今後

さらに受験者数の減少が懸念されることから、多様で効果的な採用方法を実施す

る必要がある。 

人材育成については、新任職員に対して組織全体で業務内外のサポートを行

うとともに、すべての職員が自律的に能力向上やキャリア形成に取り組むことが

できる環境を整備する必要がある。 

（基本方針） 

１ 社会情勢の変化や受験者数の減少等を踏まえ、計画的な採用を行うとともに、

多様な採用手法を活用し、必要な人材の確保に取り組む。 

２ 「人材育成基本方針」や「キャリアデザインアクションプラン」等に基づい

た人材育成を推進する。 

３ 「ハラスメントの防止及び対応指針」に基づき、外部相談窓口を活用するな

ど、ハラスメントのない風通しの良い職場環境の整備を進める。 

（概要） 

１ 採用広報、職員採用 

⑴ 本市への就職希望者を対象に、職員が直接対話し、仕事内容の説明や庁

舎案内等を行う採用サポーター制度の実施 

⑵ 自治体の求人に特化したサイトによる採用情報の発信 

⑶ 行政及び民間経験者の通年採用、退職職員の再雇用（カムバック採用）

の実施 

２ 人材育成、キャリア形成支援 

⑴ 新任職員に対するＯＪＴ、メンター制度の実施 

⑵ キャリアサポートシートの作成や面談を通じたキャリア形成支援 

⑶ 階層別研修、eラーニングを活用した研修機会の提供 

３ ハラスメント対策 

⑴ ハラスメントに関する正しい理解と対応力を身に付ける研修機会の提供 

⑵ 外部相談窓口の設置による相談環境の拡充 
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地域づくり課 

 

地域コミュニティの推進 

 

（現況と課題） 

少子化や高齢化、人口減少により、集落単位では地域の運営が困難になりつつあ

る。各地域に暮らす住民が主体となり、多様な主体と協働して、地域の課題を解決

するため、地域コミュニティ組織が 2017 年４月に全 29 地区で立ち上がった。 

市は、2020 年２月に地域コミュニティの将来像など地域の目指す基本的方向性を

示した地域コミュニティビジョンを策定した。 

各地域コミュニティでは、「地域づくり計画」を策定し、その計画に基づく活動の

推進を図り、地域の課題解決や魅力の創出を行っていくことが重要である。 

（基本方針） 

地域コミュニティ組織が住民自治活動、地域づくり活動を継続的に行うため、市

は、2024 度に策定した地域コミュニティアクションプラン（後期）を基本に、中間

支援組織と協働して、地域コミュニティ組織を支援し、持続的な地域コミュニティ

づくりを推進していくとともに、地域コミュニティビジョンの改定に着手する。 

（概要） 

本年度の主な事業 

１ 地域コミュニティ組織への財政支援 

⑴ コミュニティづくり交付金の交付（組織運営、活動経費） 

⑵ 活動促進事業交付金の交付 

２ 地域コミュニティ活動への支援 

⑴ 地域づくり計画の実行支援 

⑵ 地域マネージャーの派遣 

⑶ 地域運営における各種相談対応 

３ 豊岡市地域コミュニティビジョンの実現に向けた取組み 

⑴ 地域づくり戦略会議 

⑵ 地域づくり職員ネットワーク会議  

４ 豊岡市地域コミュニティビジョンの改定に向けた取組み 

⑴ 2025 年度実施した住民自治組織（行政区、地域コミュニティ組織）を対象と 

した調査結果を含んだビジョン改定にむけての資料整理 

⑵ ビジョン改定に向けた地域コミュニティ組織との意見交換会 

⑶ ビジョン検討 

５ コミュニティセンターの維持・管理 

  三方地区コミュニティセンター長寿命化工事 
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地域づくり課 空き家対策室 

 

空き家対策の推進 

 

（現況と課題） 

 市内の空き家率が全国平均を上回るなか、さらに空き家が増加し続けており、な

かには放置すると倒壊の危険が高まる空き家も増加傾向にある。適切な管理の啓発

や除却を支援する助成制度のほか、空き家を利活用する取り組みを強化することに

より、所有者の管理意識の醸成や利活用の推進を一体的に行う必要がある。 

（令和５年住宅・土地統計調査：豊岡市空き家率19.2％、全国平均13.8％） 

（基本方針） 

豊岡市空家等対策計画に基づき、以下の取組みを行う。 

１ 空き家の所有者に適正管理を促したり、除却経費の助成を行うことにより、安

全で安心なまちづくりを推進する。 

２ 移住希望者に向けた空き家情報の発信や空き家の利活用の改修経費等を助成す

ることにより、空き家の積極的な利活用を包括的に推進する。 

（概要） 

１ 危険な空き家の除却支援 

⑴ 豊岡市特定空家等除却支援事業補助金（交付金活用事業） 

・特定空家等の住宅の除却に３分の２以内を助成（上限1,332千円） 

⑵ 豊岡市危険空家除却支援事業補助金（市単独事業） 

・一定の危険度の高い空き家の除却に６分の１以内を助成（上限333千円） 

２ 空き家の利活用の促進 

⑴ 移住定住ポータルサイト「飛んでるローカル豊岡」における空き家情報の掲載 

⑵ 空き家の紹介動画・記事の発信 

⑶ 定住促進事業補助金（市単独事業） 

・移住後３年以内の方等の改修に３分の２以内を助成（上限1,000千円） 

・空き家の片付け、清掃に経費の10分の10以内を助成（上限100千円） 

⑷ 古民家再生促進支援事業補助金（県事業と同額の助成） 

・歴史的建築物を地域交流拠点として活用するための改修に一定額を助成 

 （上限10,000千円） 

⑸ 空き家活用支援事業補助金（県事業の受付のみ） 

・住宅や事業所、地域交流拠点として活用するための改修に一定額を助成 
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多様性推進・ジェンダーギャップ対策課 

 

一人一人を尊重するまちづくりの推進 

 

（現況と課題） 

すべての人が、人権侵害を受けることなく、生涯を通じて健やかに暮らすことが

できるまちにするため、人権教育や啓発を進めており、すべての施策に多様性の視

点を取り入れ、あらゆる場に多様な人々が参画する「多様性を受け入れ、支え合う

まちづくり」を推進していくために、2025 年３月に「多様性推進方針」を策定し

たところである。 

また、外国人住民は、市の人口減少が著しい中、2026 年３月末現在、1,312 人

（30 の国と地域）で、本市で働く方、出産・子育てをする方、学齢期で来られる

子ども等が年々増えている。そのため、コミュニケーション支援、生活支援、意識

啓発と地域づくり等にかかる事業をさらに推進していく必要がある。 

（基本方針） 

多様性の価値が理解され、まちづくりや経済活動の中で多様な人々がいきいきと

活動している状況を目指して、基本構想の主要手段４「多様性を受け入れ、支え合

うリベラルな気風がまちに満ちている」に関する事業を、多様性推進方針に基づき

総合的に推進する。また、改訂した第２次多文化共生推進プランに沿って取組みを

進めていく。 

（概要） 

１ 多様性推進方針に基づいた取組みの推進 

⑴ 多様性推進・ジェンダーギャップ対策検討委員会・分科会の開催 

⑵ 今年度策定・改定の庁内各計画案に多様性の考え方を普及推進 

⑶ 第５次男女共同参画プラン改定案にも多様性視点を反映 

⑷ 多様性に関する研修会の開催 

２ 外国人市民も活躍できる多文化共生の推進 

⑴ 外国人相談窓口の設置による情報提供や生活相談 

⑵ 多文化交流サロン、多文化共生のための研修会等の開催 

⑶ 市役所業務での多言語対応や日本語教室の開催 

⑷ 小中学校への多文化共生教育や、地域への多文化交流の推進 

⑸ 豊岡市多文化共生推進プランの進捗管理 
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多様性推進・ジェンダーギャップ対策課 

 

ジェンダーギャップ解消の推進 

 

（現況と課題） 

ジェンダーギャップの背景には、固定的な性別役割分担を前提とした仕組みや慣

習があることが指摘されており、地域社会に根強く残っている。 

また、無意識の偏見や思い込みの存在により、気づかないうちに性別による差

別・区別が生じることがあることから、まずは、無意識の偏見や思い込みに気づき、

行動変容につなげていくことが必要である。 

引き続き、市内事業所や地域、学校などの分野・対象ごとに市民の理解拡大と浸

透に向けた意識啓発を行うとともに、ジェンダー視点の主流化に向けた庁内推進体

制の整備や、女性のエンパワーメントを含む人材育成を行う必要がある。 

（基本方針） 

「豊岡市ワークイノベーション戦略」（2019 年１月）、「豊岡市ジェンダーギャッ

プ解消戦略 後期計画」（2026 年３月）に基づき、まち全体のジェンダーギャップ

の解消に向けた取組みを推進するとともに、ジェンダーギャップ解消の必要性を認

識し自分ごととして捉え、行動する市民を増やす。 

（概要） 

１ ワークイノベーションの推進（市内事業所） 

⑴ 経営者、管理職等の意識・行動改革の促進 

⑵ 従業員のキャリア形成、ネットワーク形成支援 

⑶ 従業員意識調査（働きやすさ、働きがい、性別役割分担意識）の実施支援 

⑷ 表彰制度の実施と先進事例の共有 

２ ジェンダーギャップ解消の推進（地域・学校・女性等まち全体） 

⑴ 市民の理解拡大と意識・行動改革の促進 

ア 地域コミュニティ組織、自治会、教員、幼稚園教諭・保育士等を対象とし 

た研修やジェンダー視点を取り入れた地域防災パンフレット作成 

  イ オリジナル絵本の出版と学校園における活用の促進 

ウ 啓発ツールの活用（意識啓発動画・オリジナル漫画） 

エ ジェンダーギャップ解消の進捗を測る定量的指標の策定に向けた研究 

⑵ 女性の経済的自立支援 

ア 女性を対象にした実務的なデジタル人材及びプログラミング人材の育成と

出口戦略（就職・起業支援） 

  イ 「みらい応援 Room」での子育て中等の女性の就職・起業・キャリア支援 
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生活環境課 

 

ごみの減量化事業 

 

（現況と課題） 

2025年度のごみ量実績は23,609.66ｔであり、前年度比97.8％（542.1ｔ減）とな

っている（2024年度24,151.76ｔ）。 

ごみ量の内訳では、前年度と比べ、ごみステーションに出された家庭ごみは200.74

ｔの減、クリーンパーク北但に直接搬入されたごみは341.36ｔの減となっている。 

引き続き、分別やプラスチックごみ削減等によるごみ減量に関する市民、事業者

の意識を高める取組みを進める。 

（基本方針） 

 環境負荷を低減させ、循環型社会の構築に向けて、さらなるごみの減量化・再資

源化を推進する。 

（概要） 

１ ３Ｒ運動（リデュース、リユース、リサイクル）の推進 

２ 燃やすごみに含まれる新聞等の古紙類の再生利用促進 

３ 生ごみの水切り運動の展開 

４ 食品ロス対策の推進 

５ 集団回収の促進 

６ プラスチックごみ削減対策の推進（豊岡市プラスチックごみ削減対策実行計画 

の推進） 
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生活環境課 

 

旧清掃センターの解体・撤去 

 

（概要） 

北近畿豊岡自動車道（豊岡道路Ⅱ期）整備事業に伴い、旧豊岡清掃センターを解

体・撤去する。 

（事業内容） 

１ 契約の状況 

 ⑴ 解体工事 

ア 工 期     2026年３月27日～2027年12月24日 

イ 契約額     1,447,600千円 

ウ 契約相手方   三井住友・川嶋特定建設工事共同企業体 

⑵ 施工監理業務 

ア 履行期間    2026年３月６日～2028年１月25日 

イ 契約額     20,449千円 

ウ 契約相手方   八千代エンジニヤリング株式会社兵庫事務所 

２ 2026 年度の内容 

⑴ 解体工事 

 出来高予定額  795,300千円 

⑵ 施工監理業務 

 履行高予定額   11,099千円 
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生活環境課 

 

消費者行政活性化事業 

 

（現状と課題） 

消費者トラブルの複雑化・多様化、悪質商法の巧妙化など、消費生活を取り巻く

環境は厳しさを増す中、2025年度の相談件数は過去最高の708件（2024年度700件）

となり、年々増えてきている。 

消費生活トラブルを解決し、消費者被害を防止するためには、豊岡市消費生活セ

ンター相談員の資質向上、啓発事業の強化を図る必要がある。 

（基本方針） 

 地方消費者行政強化交付金を活用して、相談員のレベルアップ等による相談体制

の強化、効果的な啓発事業に取り組むことによって、消費者被害の未然防止や拡大

防止を図り、市民の安全で安心な暮らしを確保する。 

（概要） 

１ 豊岡市消費生活センターの運営（相談員３名） 

２ 相談員のレベルアップ（国民生活センター等の研修参加） 

３ 消費者月間事業の開催（啓発イベントの実施等） 

４ 詐欺被害防止等出前講座の開催（行政区など） 

５ 中学生への消費者トラブル防止啓発講座、新成人への啓発 

６ 市民啓発講座の開催（２回） 

７ 路線バス車内での放送（詐欺被害防止の啓発と消費生活センターの認知度向上、

175回/日） 

８ 弁護士による無料法律相談会の開催（定員６名を３回） 等 
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税務課 

 

市税の適正課税と収納対策 

 

（現況と課題） 

 内閣府の報告では、「景気は、緩やかに回復しているが、中東情勢の影響を注視

する必要がある。」としており、「先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種

政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるものの、中東情勢の影響を注

視する必要がある。」と報告している。(内閣府『月例経済報告』2026年３月) 

本市においても、人手不足や原材料費高騰に加え、不安定な世界情勢により多く

の影響が懸念されるなど、厳しい状況下にあり、税収確保は厳しい状況となること

も予想される 

 自主財源の確保のため、市税の適正課税及び収納対策に取り組む必要がある。 

（基本方針） 

 課税客体の的確な把握に努めるとともに、滞納処分の適切かつ迅速な執行を行う

ことで、自主財源の確保を図るとともに、税負担の公平化を推進する。 

（概要） 

１ 市税の適正課税 

  市民税については、自主申告を促すとともに、各種税控除等の調査を実施し、

適正課税に努める。またｅＬＴＡＸ等を利用した電子申告の普及を図る。 

  固定資産税では、登記簿及び現況調査により土地異動状況の確認、未評価家屋

の捕捉に努めるとともに、償却資産の実地（帳簿）調査を行い、適正課税に努め

る。 

２ 着実な滞納整理の推進 

  財産調査や面談を通じて滞納者の担税力の把握に努め、納付を促すとともに、

担税力以上の滞納については、滞納処分の執行停止を行うなど、個々の生活実態

に即した滞納の解消策を講じることで滞納整理を着実に推進する。 

３ 滞納抑止に向けた取り組み 

  税の公平性の観点から広く市民への意識啓発に努め、滞納の抑止に繋げる。 

  口座振替による納付を推奨することに加え、コンビニ納付やスマホ収納等の活

用を促し、期限内納付の一層の推進を図る。 

  また、年２回の一斉催告を中心に、滞納者に対して定期的に催告状を発送する

とともに、更に納付のない滞納者については、速やかに滞納処分を行うことで、

滞納の増大を防ぐ。 
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出石振興局 地域振興課 

 

出石振興局の取組み 

 

（現況と課題） 

 先人から受け継いできた出石地域の歴史や文化を誇りに、伝建事業補助金を活用

した歴史的な町並みの保存整備を進めるとともに、県指定文化財である出石永楽館

での歌舞伎公演を行い、伝統芸能の普及と観光誘客の取り組みを行っている。 

伝建事業補助金については、近年修理希望数が増加傾向だが、国県の随伴予算が

限られており、例年一定数の待機者が生じている。また、永楽館歌舞伎では、昨年

は映画「国宝」のロケ地効果もあり早々にチケットを完売することができたが、自

主財源の負担が大きいため、公演継続にかかる財源の確保が課題となっている。 

（基本方針） 

文化庁の指導を受けながら、伝統的建造物の修理工事費等に対する補助事業を継

続することにより、出石城下町の歴史的な町並みを保存・活用していく。 

 また、永楽館歌舞伎公演を開催し、観光をはじめとした地域経済の振興と、「歌舞

伎のまち」を出石の新たなフレーズに加え、シビックプライドの醸成を図る。 

（概要） 

１ 出石永楽館歌舞伎公演事業 

⑴ 事業内容：片岡愛之助さんが出演する第 16 回永楽館歌舞伎を開催する 

⑵ 開催期間：2026 年 11 月 4 日(水)～11 日(水)８日間 15 公演（予定） 

⑶  事 業 費：97,370 千円 

⑷ 事業主体：豊岡市、永楽館歌舞伎実行委員会  

２ 伝統的建造物群保存地区保存事業 

⑴  事業内容：伝統的建造物の修理事業２件、修景事業１件、合計３件 

⑵  事 業 費：修理・修景事業補助金 22,000 千円ほか、計 23,955 千円 

⑶  補 助 率：修理工事 対象経費の８割、上限 800 万円 

      修景工事 対象経費の６割、上限 600 万円 

 ⑷  財  源：国 1/2、県 1/4、市 1/4 

 ⑸  事業主体：豊岡市 
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但東振興局 地域振興課 

 

但東振興局の取組み 

 

（現況と課題） 

但東地域では、人口減少と少子化・高齢化により、地域の活力が低下傾向にある

ことから、地域が元気になるための取組みが求められている。 

（基本方針） 

但東地域では、「人口が少なくても、状況に応じた快適な暮らしが出来るまち」

「地域のことが“ジブンゴト”になり、地域に関わる人が増えている」をめざし、

地域の営みや住民の生活が充実したものになっていく仕組みを編み出すための取組

みを進める。 

（概要） 

１ 但東振興局プロジェクト事業 

⑴ 但東地域における公共施設あり方方針策定事業（2025～2026 年度） 

  人口減少に伴う利用者の減少、施設の老朽化に直面している但東地域の公共

施設について、ワークショップ、市民検討会議を開催し、但東庁舎周辺の公共

施設のあり方方針を策定する。 

 ア ワークショップの実施 

  ・民生委員・児童委員ワークショップ…５月中旬 

   ・移住者グループワークショップ…５月中旬 

   ・子育て世代ワークショップ…６月上旬 

   ・中学生出前授業による意見聴取…５月下旬と６月上旬 

   ※各コミュニティについては 2025 年度にワークショップ実施済 

  イ 市民検討会議の実施 

    ワークショップの意見を基に但東地域の方針案を決定する。 

    ６月から 10 月までに３回程度を予定。 

  ウ 事 業 費：1,700 千円 

  エ 事業主体：豊岡市 

２ ⽇本・モンゴル⺠族博物館開館 30 周年記念特別展の開催 

開館 30 周年記念特別展 〜TV アニメ『天幕のジャードゥーガル』から読み

解く〜 「モンゴル帝国の美しき女性たち」展（仮称）を開催し、アニメファ

ン等より幅広い人々の集客と博物館の認知度向上を図る。 

ア 事 業 費：6,500 千円 

イ 事業主体：豊岡市 
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『天幕のジャードゥーガル』（著者：トマトスープ） 

マンガサイト「Souffle」（秋田書店）にて連載中であり、宝島社「こ

のマンガがすごい!2023」オンナ編で第 1 位を獲得したほか、「マンガ大

賞」に 2023 年と 2024 年の２年連続でランクインを果たすなど今大注目

の歴史漫画作品。 
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消防本部 

 

市民の安全と安心を確保する消防行政の推進 

 

（現況と課題） 

１ 人財育成 （「 人財」とは造語で「組織の財産である貴重な職員」を意味する。） 

⑴ 消防業務 

各種災害に対応できる消防職員を育成するため、訓練を通じて現場対応力と

質の向上を図る必要がある。 

⑵ 救急業務 

質の高い救急業務を提供するには、実習形式の研修で、救急隊員の技術向上

と隊内連携強化を図る実践的な教育が必要である。 

 ⑶ 予防業務 

立入検査や防火対象物の消防訓練指導では、火災予防に関する専門的な知識

が求められるため、各種研修を実施し、現場指導力の向上を図る必要がある。 

２ 消防広報の発信力向上 

火災予防等の注意喚起に加え、取り組んでいる各種活動の情報発信を行うこと

で、他部局間との連携を強化するとともに、発信力の向上を図る必要がある。 

（基本方針） 

幅広い知識・技術を備えた人財を育成し、現場対応力の質を高める。また、消

防本部の取り組みを積極的に発信し、広報の充実を図る。 

（概要） 

１ 人財育成 

 ⑴ 現場対応マニュアルに基づいた体系的かつ段階的な訓練を計画的に実施し、

部隊間の連携強化と現場対応能力の向上を図り、組織全体の災害対応力を高め

る。 

⑵ 指導救急救命士のもと、 OJT を通じ技術向上を図り、隊長候補を中心とした

教育を実施する。また、救急隊員の教育体制として、 web 学習システムの利用

による教育を引き続き実施し、現場対応能力の向上を図る。 

 ⑶ 専門的知識を有する職員との各種検査への立ち会いを通じて実戦的な知識を

習得するとともに、研修で職員の知識を深め、予防業務のレベル向上を図る。 

２ 各署所に広報担当者を配置し、 SNS 等を活用して消防本部の取り組みを積極的

に発信することで、消防に対する市民の理解を深める広報を継続的かつ効果的に

展開する。 

-25-


	
	01_総務委員会次第20250413
	02_総務委員会名簿_20260413
	03_2026年度重点調査事項20260413




